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令和３年第３回白石町議会定例会会議録 

 

 会議月日  令和３年６月17日（第７日目） 

 場  所  白石町役場議場 

 開  会  午前９時30分 

 

１．出席議員は次のとおりである。        

     １番  吉 岡 正 博      ９番  大 串 武 次 

     ２番  岸 川 信 義      10番  吉 岡 英 允 

     ３番  友 田 香将雄      11番  草 場 祥 則 

     ４番  重 富 邦 夫      12番  井 﨑 好 信 

     ５番  中 村 秀 子      13番  内 野 さよ子 

     ６番  定 松 弘 介      14番  西 山 清 則 

     ７番  前 田 弘次郎      15番  溝 上 良 夫 

     ８番  溝 口   誠      16番  片 渕 栄二郎 

 

２．欠席議員は次のとおりである。 

    な  し 

 

３．地方自治法第121条の規定により説明のため出席した者は次のとおりである。 

   町    長  田 島 健 一    副  町  長  百 武 和 義 

   教  育  長  北 村 喜久次    総 務 課 長  千 布 一 夫 

   企画財政課長  坂 本 博 樹    総合戦略課長  山 口 裕 一 

   税 務 課 長  久 原 浩 文    住 民 課 長  江 島 利 高 

   保健福祉課長  矢 川 靖 彰    長寿社会課長  武 富   健 

   生活環境課長  土 井   一    農業振興課長  木 須 英 喜 

   商工観光課長  吉 村 大 樹    農村整備課長  中 村 政 文 

   建 設 課 長  笠 原 政 浩    会 計 管 理 者  溝 口 真由美 

   学校教育課長  出 雲   誠    生涯学習課長  谷 﨑 孝 則 

   農業委員会事務局長  久 原 正 好    主任指導主事  梅 木 純 一 

 

４．議会事務のため出席した事務局職員は次のとおりである。 

   議会事務局長  久 原 雅 紀 

   課 長 補 佐  中 原 賢 一 

   議 事係書 記  緒 方 千鶴子 

        

５．会議録署名議員の指名 会議録署名議員に次の２人を指名した。 

     12番  井 﨑 好 信      13番  内 野 さよ子 
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６．本日の議事日程は次のとおりである。 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 一般質問 

 

        ５．重富邦夫議員 

         １．人手不足に対する対策について 

         ２．農地の小作料に対する考え方について 

         ３．遊休農地の解消について 

 

        ６．井﨑好信議員 

         １．農業・水産業の振興について 

         ２．豪雨時における水災害対策について 

 

        ７．内野さよ子議員 

         １．持続可能な社会づくりの担い手の育成について 

         ２．男女共同参画社会の実現について 

 

        ８．友田香将雄議員 

         １．人口減少に伴う本町の方向性について 

         ２．よりよい学校教育環境について 

         ３．持続可能で健全な財政運営について 

 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

９時30分 開議 

 

○片渕栄二郎議長 

 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 暑い方は上着をお取りください。 

 

日程第１ 

○片渕栄二郎議長 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議規則第119条の規定により、本日の会議録署名議員として、井﨑好信議員、内

野さよ子議員の両名を指名します。 

 

日程第２ 

○片渕栄二郎議長 

 日程第２、これより一般質問を行います。 

 本日の通告者は４名です。 
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 順次発言を許します。重富邦夫議員。 

 

○重富邦夫議員 

 皆さんおはようございます。 

 ２日目の一般質問ということで、今回も議論のほうを皆様方と展開していきたいと

いうふうに思っております。 

 議長より一般質問の機会、時間をいただきましたので、これより通告どおり質問を

させていただきます。 

 今回の通告内容といたしましては、人手不足に対する対策、農地の小作料等そうい

ったところに対する考え方、遊休農地解消、その３点を通告として上げさせていただ

いております。 

 それでは早速、１の人手不足に対する対策についての質問をさせていただきます。 

 人口減少の影響から全国的に、またほとんどの業種において人手不足に直面してい

た状況にあり、ただ新型コロナの影響等々がございまして、コロナ以前の状況がその

まま続いているというふうには必ずしも言いませんけれども、依然人手不足で悩まれ

ているところもあろうかというふうに思います。まずは、白石町内の全体的な産業に

対する人手不足の現状をどのように捉えておられるのか、そのあたりの考え方をお願

いいたします。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 私のほうからは、農業に関するところの現状を報告させていただきます。 

 労働力不足はマスコミ等で報じられているとおり、どの業種においても深刻な問題

だというふうに認識をしております。昨年の農林業センサスの調査結果を見ますと、

主な仕事が農業の基幹的農業従事者、これは136万1,000人ということで、５年前の前

回調査から39万6,000人、率にいたしまして22.5％ですが、減っております。減少率

につきましては、比較可能な平成17年以降で最も最大ということであり、高齢化が大

きく響いているものと考えています。一方、１経営体当たりの耕地面積につきまして

は、初めて３ヘクタールを超えまして、経営規模の拡大が進んでおります。農業経営

体の減少が続く中で、法人化や規模拡大が進展しているものというふうに認識をいた

しております。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 それでは、人手不足という全国的な問題、白石町も大きく影響を受けているところ

だと私は認識をしております。農業者の負担軽減に寄与するために白石町農業振興課

のほうでは高性能農業機械等の導入を推進するための補助制度というものが設けられ

ておりまして、県と共にやられていると。抜本的な人手不足の解消という意味での補

助政策だというふうに思っておりますけれども、基本的な人手不足の解消というもの

に直結してつながっているのかと言われれば、まだまだそこの成果が出てないのかな

というふうな思いもございます。漁業においてもシステム船の導入だとか試験的に行
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われておられますけれども、活性処理やまた別の作業、そういったところでは現状人

手不足の解消というものにはなっておらず、多くの方が実感をしておられ、また多く

の漁民、農民の方からそういった人手不足の現状というものの声をよく耳にするとこ

ろでございます。何とかこれがならないものなのかというふうな思いで今回の質問で

すけれども、ここの基本的な解決策というものはどのように考えられているのか、お

願いいたします。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 農業分野についてお答えをさせていただきます。 

 議員おっしゃられますとおり、労働力不足については、特に農業の分野におきまし

ては高齢化と担い手不足が顕著でありまして、このためには農業の人材確保と育成、

それから農作業の受委託、外国人労働者の受入れ等々が観点になってくるのではない

かと考えております。 

 議員申されますとおり、農業者の負担軽減の一つとして高性能機械等の導入等も進

められておりまして、労働力不足の解消に取り組んでおりますが、特に園芸分野、こ

ちらのほうではどうしても機械化できない収穫作業等、労働力の確保が問題となって

いるのが現状であります。ただし、今後進展するであろう農業機械の導入、特にロボ

ット、ＡＩ、ＩｏＴ等々の活用による農作業の自動化などのスマート農業、この技術

を現場に導入いたしまして、さらなる省力化を図ることが可能ではないかというふう

に考えております。特に作業に係る人数を減らす、ハード面での効率化の例といたし

ましては、自動選果機や遠隔水位監視システム、それから農薬散布用のドローン、あ

と乗用の草刈り機など様々なものがございます。また、労働力確保の取り組みとしま

して、県内においては佐賀県農業労働力相談窓口、こういったものがＪＡグループ内

に昨年７月に設置されております。農作業に関する求人と求職のマッチング相談にワ

ンストップで対応するという体制が整えられておりまして、支援体制の強化が図られ

ているところです。 

 このような中で、町では農業就業者の減少を少しでも食い止める対策を講じる必要

があるということから、新規就農者、また農業に興味を持った方が安心、安定して就

農できるような環境整備が必要ではないかというふうに考えております。農業次世代

人材投資資金、しろいし農業塾、いちごトレーニングファーム、こういった事業に取

り組んでおりまして、一定の成果は上がっているのではないかと考えております。 

 町としましては、以上申し上げましたとおり、新規就農者の確保の取り組みと併せ

まして、労働力相談窓口の活用、並びにスマート農業への取り組み等の支援によりま

して、不足する労働力への対応が可能ではないかというふうに考えているところでご

ざいます。 

 以上です。 

 

○中村政文農村整備課長 

 次に、漁業での人手不足の解決策はどのように考えているかという議員の御質問で

ございます。 
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 特にノリ養殖についてでございますが、採苗期などの繁忙期に家族以外の労働力を

要するほか、加工場においてオペレーター等を雇用するなど、時期によっては多くの

労働力を必要としています。家族以外の労働者を雇う場合は、現状では漁業者が個々

に募集や知人からの紹介等によってその労働者のほうを探されているというふうにお

聞きしております。しかしながら、労働力が必要な時期が限定されておりますから、

なかなか労働者を見つけることが困難な場合もございまして、漁業に対して労働者の

派遣をしてほしいというような要望もあっているとお聞きをしております。 

 先ほど議員御指摘のシステム船のことでございますが、ノリ網の下に潜り込んでノ

リの摘採と有機処理によって雑菌を除去してノリの品質の向上を図ると、いわゆる活

性処理を同時に行うことができる船のことでございます。これまで２人以上が必要で

あったノリの摘採作業や活性処理を１人で行うことができるというところで、省力化、

省人化を図る上で極めて有効だということは認識しております。 

 また、若い人たちにも魅力的な仕事と思われるようになってほしいと、産官学が連

携をしまして、ノリ養殖に最新のＡＩ（人工知能）やＩｏＴ、モノのインターネット

と申しましょうか、そういうふうな最新技術を活用する取り組みがなされておりまし

て、ドローンによる漁場の監視ができるようになれば非常に労働力の削減にもつなが

るかなということで期待されているということもお聞きしております。 

 このような取り組みは現在実証実験で行われています段階でありまして、まずは労

働力の確保ということについては、県や佐賀県有明漁協等と連携しながら十分な解決

策を検討していきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 様々その対策は打たれていると。その機械等々で省力化、できるだけ人を雇わない

で済むような方向でというものは、非常に今後の展開としては期待するところでもご

ざいます。 

 ただ、機械といっても、必ずしも全自動というようにボタン一つで誰も人手が必要

でなく、全てを機械がやってくれるというようなところまでは、想像はできますけれ

ども、まだまだ何十年も先になるんではなかろうかというふうな思いで、実際のとこ

ろ結局最終的に収穫するときには人手が必要であったり、機械が仮に発展してもそれ

を操作する人が必要であったり、必ずまだまだ人の手というのは必要であるというこ

とから、白石町の農業も法人化であったり、大規模化であったり、意欲ある農家の皆

さまは既にそのような展望を持って農業に励まれておられます。特に園芸農家の方に

なれば、販売価格が下落してもそれに耐えられるような経営状態に持っていくという

ふうにするためにも、規模を拡大し、コストダウンを図り、この白石町農業を守って

いくんだという気持ちを持って取り組まれておられます。 

 しかし、規模拡大をしようにも、結局のところ人手が必要なんですよ。来年はこれ

だけの人間の数が来てくれるという確証があって、初めて１つずつ規模拡大に計画的

に進まれていくんであろうというふうに思って、そういった漁業者、農業者の方々は

本当に人手というものは日々必死になって探されておられるわけでございます。何と
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かそのような思いというものに報いるためにも、個人事業主が佐賀農業高校に対して

求人を出すということができるように町に相談窓口などを設置してほしいというふう

に今思っておりますけれども、まずは高校へ求人を出すための手続や要件等がどのよ

うになっているのか、説明をお願いいたします。 

 

○吉村大樹商工観光課長 

 まず、ハローワークを利用した一般的な求人方法について、簡単に私のほうから御

説明をさせていただきたいと思っております。 

 各種求人申込みにつきましては、事業所を所管するハローワークにお申込みをして

いただくということになります。お申込方法は、直接ハローワークに出向いて手続を

する方法と、会社のパソコンから手続をする方法はございますが、今回はハローワー

クに出向いての手続方法ということで御説明をいたします。 

 新規に求人申込みを行う手順でございますが、まず会社の特徴や事業の内容、社会

保険や福利厚生制度など、事業所の基本的な情報についてハローワークのほうに事業

者登録をしていただくということになります。 

 次に、事業者登録後でございますが、求人申込書に雇用形態や仕事の内容、また給

与、就業時間、休日といった労働条件、さらに加入保険や手当といった福利厚生等を

記入し、ハローワークのほうに提出をしていただくというふうになります。 

 最後になりますが、その提出された求人申込書をハローワークが処理をされまして、

求人票が作成されます。その求人票が作成された後に求人票と事業所確認票が交付さ

れますので、それを受け取られた後にハローワーク内の求人情報端末、または掲示板、

そしてハローワークのインターネットサービスなどで求人情報が公開されるというよ

うな手続が基本的な手続順番というふうになります。 

 なお、申し込まれた求人の有効期限でございますが、原則としては翌々月の末まで

というふうになっております。また、ハローワークは厚生労働省所管の施設ですので、

全て無料で利用できるというふうになっております。 

 ハローワークを利用した一般的な求人方法の説明は以上でございます。 

 

○重富邦夫議員 

 一般的な求人を出すための説明をいただきましたけれども、こういったところが

個々の農家の皆様がすぐにぱっとできるのかと言われれば、またそうではないのが現

実でございまして、ぜひともそういった意味で相談窓口を町のほうに設置をしていた

だいて農業者の皆さんと高校生の皆さんをつないでいただく、そういったことができ

ないものなのか、そのあたりのところをお願いいたします。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 一般的な求人に関しましては、先ほど商工観光課長のほうが答弁をなされました。

農業振興課といたしましても、求人に関してはハローワークが担当をされていますの

で、まずそちらのほうに御相談をいただければというふうに思います。 

 なお、個人事業主が高校等に求人等を出す場合には、事業所の登録、労働関係法令
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等を遵守いたしまして、採用条件、労働条件等を明示する必要がございます。また、

農業高校ですので、その新規学卒者に対しましては通常よりも厳しい要件が付加され

ております。ハローワークのほうでは新卒者の採用に関する様々な相談に応じられて

おりますので、ぜひそちらのほうを御活用いただきたいと思います。 

 それから、先ほどの答弁でも申しましたが、ＪＡグループ内に県の農業労働力相談

窓口、こちらのほうも設置されておりますので、こちらのほうでも御相談をいただけ

ればというふうに考えております。 

 なお、現在の佐賀農業高校の進路状況につきましては、公務員や県内外の企業への

就職、それから大学や専門学校への進学、こちらのほうが主になっておりまして、地

元での農業従事、親元就農に関してはごく少数というふうに聞いております。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 第２期白石町まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標１の中に、目指すべき方

向とございます。そこの２番目に、高校や大学と連携し、地元定着につながる活動に

取り組みますとございます。高校と連携して地元にしっかりつないでいただくため、

そういった意味では目指すべき方向と合致しているのではないかというふうに思いま

す。白石町農業を守るためにも、歴史ある農業高校があるわけですから、農業の求人

がないから、他の企業に流れていくという可能性も否めないわけでございます。農家

の後継ぎだけが農業に従事するということではなくて、本当に農業に興味があるんだ

という思いで農業高校に進学された生徒さんだっていらっしゃるわけですから、しっ

かりと白石町農業の魅力を伝え、地元の農家さんにしっかり鍛えていただき、新規就

農につなげていく。こういった農業振興策にも展開できるんではないかというふうに

考えますけれども、いかがでしょうか。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 さきの質問でもお答えをいたしましたが、現在の佐賀農業高校の進路状況について

は、先ほど申しました公務員や県内外の企業への就職、大学や専門学校への進学とい

うのが主になっております。地元の就農についてはごく少数ということで答弁をいた

しましたが、ただ議員おっしゃられるとおり、ごく少数といっても、地元での就農に

意欲を持っている生徒さんがいることもまた事実だと思います。佐賀農業大学校や佐

賀大学の農業部、こういったところに進学する方、それから地元企業に取りあえず就

職をして兼業で親元就農を予定している方、様々な方がいらっしゃると思います。 

 ただ、新規就農に関しましては、親元就農以外は就農当初の土地取得、また設備投

資等に多大なエネルギーと費用のほうを要します。白石町は今農業塾やトレーニング

ファームのほうに取り組んではおりますが、その出口部分に非常に厳しい現実がある

ということもまた事実でございます。 

 しかしながら、トレーニングファームの研修生の募集も高校生が応募できるように

今年度から18歳まで繰り下げるなど、募集要件を若干緩和させていただいております。

佐賀農業高校、佐賀農業大学校にも募集活動を実施いたしまして内容の説明等を行っ
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ておりますので、町としても意欲のある方はほかの新規就農者と同様に応援をしてい

きたいというふうに考えております。 

 また、新規に就農を希望される方を対象に、例年、農業をやってみようセミナーと

いうのを実施いたしております。この中に佐賀農業高校の生徒の方も毎年５名から

10名程度ではございますが参加をされておりまして、このセミナーでは新規就農に当

たっての制度面、様々な制度がございますが、こういったところでの支援策あたりを

紹介いたしまして、新規就農のほうにつなげていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 それでは、セミナー等々をやられているということで、しっかり高校生の皆さんに

は農業に対する魅力、そこをしっかり理解をしていただき、またその将来設計に至る

まで町のほうからも助言、指導、そういったところも含めて今後も活動、取り組みを

お願いしたいというふうに思います。 

 ただ、最後に申し上げますが、ただでさえ人が少ない中に、農業者の皆様、漁業者

の皆様、本当に手が足りないというふうな現実がございます。どうか各課の皆さん合

わせて、これは協力していただきたいものだというふうに思っております。 

 それで、ネットで人手不足というふうに検索をすると、一番最初に出てきた情報の

中に人手不足を解消できた７つの方法というものがございまして、内容はといいます

と、従業員の待遇を強化、改善する、職場環境を強化、改善する、教育環境を万全に

整備する、ＩＴを取り入れる、障がい者を雇用する、外国人労働者を採用する、アウ

トソースを利用するという７つが上げられておりました。どれも見ておりますとごも

っともなことでございますけれども、今回は人手不足解消の一つとして外国人労働者

というところに着目をして次の質問をいたしますけれども。 

 まず、外国人技能制度という制度が国のほうから取られておりますけれども、この

制度の仕組みというものを、かいつまんでよろしいですので説明をお願いいたします。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 外国人技能実習制度についてですが、平成31年４月に出入国管理法、俗に言う入管

法の改正が行われております。大きな改正点としましては、外国人労働者の受入れを

拡大する目的で、特定技能と呼ばれる新たな在留資格が新設をされております。これ

を受けまして、政府は５年間で最大34万人の受入れを見込んでおりまして、特定の

14分野で就労を認めております。 

 この制度を活用するに当たっては、外国人の方との雇用契約はもちろんのこと、多

くの届出等を出入国在留管理庁へ申請する事務が必要となってきます。国内の事例を

見ましても、基本的には企業、または許可を得ております監理団体において手続を行

いまして、住居の確保や社会保険などの福利厚生面、それから公的手続等の条件をク

リアした事業者がこの事業を活用されているようでございます。 

 なお、今回の改正によりまして、在留期間をはじめ待遇面や給与に関して見直しが

なされまして、各種申請等においてもかなり複雑になってきております。 
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 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 外国人技能制度というところがいささか問題点あり、改正がなされているというこ

とでございますけれども、労働力不足という意味では、非常に大切、かつ町産業に対

しては労働力に対しての強力な制度になってくるんではなかろうかというふうにも思

います。制度活用に当たって、様々なハードルや不安というものがございますけれど

も、その一つに研修生の住まい確保というところがございます。今の白石町の環境の

中の現状として、どのような形での支援というものが想定されるものなのか、そのあ

たりのところを説明お願いします。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 議員おっしゃられますとおり、先ほども申しましたが、一農業者や個人事業者がこ

の制度を活用するには非常にハードルが高く、それから各申請を引き受けていただき

ます監理団体と契約するというのが一番現状では得策ではないかというふうに思いま

す。 

 また、その契約内容次第では、住居の確保やその他もろもろの必要事項に関して問

題点をクリアできるものというふうに考えておりまして、町がさらに住居に関する支

援を行うということはできないものというふうに考えております。ただ、御相談等が

ございましたら、情報提供、空き家・空き地バンク等もあります。そういったところ

で情報提供等の支援は可能であるというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 情報提供ということがございました。こういったところがそのときそのときのタイ

ミングで、制度は早くから出てはいるものの、実際現実に人手不足というものにもろ

に直面してから皆様方どうしようか、どうしようかというふうにならないとも限らな

いものですから、そういった流れの中で町としてはそういった意味で相談されたとき

にすぐにいい面、悪い面等々もございましょうし、指導というものができるようなシ

ミュレーションというものが今後は必要になってくるんじゃなかろうかというふうに

も考えますけれども、そのあたりについてはどのようにお考えなのか、お願いいたし

ます。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 さきの質問でも申しましたが、現在ＪＡさがのほうで佐賀県農業労働力相談窓口と

いうところを設け、労働力不足によるいろんな相談に対応されているようでございま

す。その中で外国人実習制度を活用したいなどの相談があった場合は、監理団体、こ

ちらのほうの紹介も行っているそうでございます。 

 その中でお話を伺ったところでは、過去に実習制度を活用しようということで、Ｊ

Ａさが自体でも監理団体を立ち上げたという経緯があったそうなんですが、研修生が
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いなくなったとか、そういったいろいろな問題があったようでございます。予想以上

に県内の農家や事業者の方からの要望がなかったということで、現在は一旦事業を取

りやめていらっしゃいます。ただ、状況次第では、再度立ち上げる可能性はあるとい

うことでございます。ただ、御存じのとおり今新型コロナウイルスの感染拡大等によ

りまして全国的に外国人の技能実習生が入国できないということで、現状ではかなり

難しいというふうなお答えでございます。 

 このようなことから、農業者の方より相談等があった場合は、先ほど申しました情

報の提供なり、あとＪＡさがを介して監理団体を紹介することは可能であると思いま

すので、そちらのほうの御利用をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 では、そういった相談があればすぐ対応ができるような体制、また知識、そのよう

なところを望みたいというふうに思います。 

 たしか、先ほどの答弁の中に研修生が逃亡するとかそういった問題が現実的にある

というふうなところなんですけれども、これも外国人研修生同士の話を聞いておりま

すと、ネットワークというものがあったり、先輩後輩ができていたりとか、そのよう

なことからいろいろな情報が入ってきて別のところに逃亡するような形で話が進んで

いってというような話も聞いたことがございます。そして、実際に雇われてる方、こ

の制度を活用されている方の話を聞きますと、送出国で健康診断を受けてくる、そし

て入国した時点でまた健康診断を受けるということで、体は万全の状態でこちら側に

来るんですけれども、けがとか事故ではなくて、病気にかかって入院するといったケ

ースがあると。そういったところの入院費だとか給料の保証だとかそういったところ

をどうするのかとか、こちら側に労働に来ていて妊娠するケースとか、そういったこ

とが諸課題としてあるんじゃなかろうかというふうな話を伺っておりますので、そう

いったところも含めて今後は協議をしていただきたいというふうに思います。 

 この制度の職種の中に、漁業もございます。その漁業の中に養殖業というふうにあ

りますけれども、養殖業の中に真牡蠣漁とホタテだったか、養殖も２種類しか職種で

許可が出てないわけなんですね、恐らく。今の情報では、ノリ養殖というものが制度

上認められてないのか、ここに書かれてないんですよ。そうすれば、漁業の方はこれ

を活用できないんじゃないかというふうな思いもございますけれども。 

 私の中では、昔の地域産業の流れのように、半月は漁業、半月は農業または建設業

だとか、産業別で労働力というものを地元の方がそういった形で補完し合って産業自

体の流れというものを構築されていた形があったわけですね。そういったやり方がで

きれば一番うまくまとまるんじゃないかというふうにも思っていましたけれども、今

の制度の中ではどうもそれができないということで、政治的にもこういった制度の職

種の中にノリ養殖も入るような働きかけというものも、これは我々も含め行っていけ

なければならないものなんじゃないかというふうにも考えます。 

 今後の労働力確保策としても、ＪＡや漁協また商工会等々と今後少なからず活用し

なければならない場面に出くわす可能性が高いというふうな思いから、外国人研修制
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度の議論というものは詰めておかなければならないというふうに思っておりますけど

も、全体的なことに対しまして、町長、どのように考えられるのか、答弁をお願いい

たします。 

 

○田島健一町長 

 重富議員から人手不足ということについての総括的な御意見ということでございま

す。 

 先ほど来、農業をはじめとする町内産業におけます人手不足問題につきましては、

課長が答弁をさせていただきましたとおり、私も認識をいたしております。その中で、

今後の労働力不足に関しましては、まず機械化の推進を行いながら省力化を図ってい

くことが一番重要ではないかというふうに考えております。この機械化でございます

けども、米、麦などにおきましては、ここ数年で大きく変容しているとは感じられま

せん。しかし、タマネギ収穫作業については、数年前まで各圃場に大勢の作業する方

を見かけておりましたけれども、年々減っているように感じられます。最近は、葉切

り及び掘り出し作業は全て機械化、また風乾や保存用につきましても集積まで機械化

されているようでございます。議員もおっしゃるとおり、機械化が進んでいるとはい

え、人手が要らないわけはないわけでございまして、今後もさらなる省力化、またロ

ボット化が検討されてくるものだというふうに思います。 

 現実といたしましては、まだまだ人手は必要であり、労働不足は否めないところで

ございます。このことにつきましては、課長答弁にもありましたように、外国人に関

しましては日本人にはないハードルもあるようでございます。先ほど御質問いただき

ました人手不足の件につきましては、今後、国、また県、またＪＡさんや漁協さん、

商工会等々といろんな機関との協議及び検討を行ってまいりたいというふうに思いま

す。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 あらゆる手だてを準備しておくということが非常に今後は大切になるだろうと思い

ます。外国人技能制度のハードルとして、通年業務といいますか、一年間を通じて仕

事をどのようにして確保していくのかというところが非常にハードルになってくると

いうところがございます。ある地域では、農業面でございますけれども、県をまたい

で研修生を異動して仕事を回すというふうな、そういった構想が練られているという

ふうに聞いたこともございます。現在の制度では、特定技能の資格を持つ方のみ同一

業種内で可能というふうにされておりますので、そういったことも含めて今後の展開

に期待をいたしまして、次の質問に移ります。 

 ２項目めの質問として、農地の小作料に対する考え方ということで、農業法人など

で新しく小作料を設定するとき、従来の標準小作料の影響でうまくまとまらず苦慮し

ているというふうに相談を受けたことがございます。現在の農地の小作料に対する考

え方というものを教えてください。 
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○久原正好農業委員会事務局長 

 重富議員の農地の小作料に対する考え方についてというところの御質問でございま

す。 

 従来、標準小作料制度というものがございました。その標準小作料制度につきまし

ては、平成21年の農地法の改正によって廃止ということになりましたが、目安となる

価格の提示がないと賃貸借の話が進めにくいというふうなことで、声が上がっており

ました。基準となる金額を示してほしいということもありまして、法改正後も参考賃

借料や賃借料情報という形で情報提供を行ってきた経緯がございます。 

 農業委員会といたしましては、あくまで参考の賃借料としてお知らせをしておりま

すけれども、農業委員会で決められた価格として誤った認識をされているケースも多

く見受けられるところでございます。賃借料につきましては、農業情勢の変化、地域

性、作付体系等々の違いによりまして、価格差が大きく、統一した参考賃料の提示が

非常に難しいというのが実情でございます。このため、令和２年度から地域ごと、大

字単位でございますけど、前年の契約実績によりまして最高額、平均額、そして最低

額の賃借料の情報をお示しする形に変更をしております。その旨、令和２年12月５日

発行の農業委員会だより、第23号ですけれども、そういったところで掲載するなど、

契約の際に参考にしていただいているところでございます。 

 なお、法人でも独自で賃借料につきましては定めているというところもございます

けれども、そこは法人の経営農地として、その法人の構成員である方が自ら従来どお

り耕作するという形をされているところでの基準というものと理解しております。 

 以上でございます。 

 

○重富邦夫議員 

 標準小作料、現在は廃止をされておると。ただ、参考として一応数字的なこととい

うのがあるけれども、農業委員会側が渡している数字ではないというふうなことでご

ざいます。確かにおのおのが小作料に対しては話を進めていかなければならないとい

うところで、そういったところでも自分たちで決めるんだよというところをうまく共

通認識を持たれるように、しっかりと周知を行っていただきたいというふうに思いま

す。今でも農業委員会だよりとか農業委員さんの会議を使って周知をされているんだ

ろうと思いますから、そのとおり今後も周知をしっかりしていただくようによろしく

お願いをいたします。 

 小作料というところが下がれば、比例してというふうには言えませんけれども、農

地価格というものが下落傾向になり、農地価格が下がれば農地集約というところに私

は影響を及ぼすんじゃなかろうかというふうにも思いますけれども、そのあたりを農

業委員会はどのように考えますか。 

 

○久原正好農業委員会事務局長 

 議員おっしゃられるように、農地価格についても関係性がございます。農地価格が

下落傾向ということであるということで認識をしているところでございますが、賃借

料と売買価格につきましては少なからず関連するというところで考えております。農
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地価格が下がったということを資産価値の低下ということに捉えますと、農地取得に

対する意欲低下につながるということも考えられる。その反面、賃借料や農地取得の

費用面で軽減されるということと捉えれば、規模拡大に優位な一面があるのかなと思

っております。 

 いずれにしましても、圃場の条件、例えば圃場への距離とか立地するところ、また

は形状、その面積等を勘案して、意欲ある担い手の方に対しまして状況に応じた賃借、

または売買による集約が必要だと考えております。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 答弁を聞いておりますと、メリット、デメリット、両面あると、そのように捉えま

すけれども、小作料にしろ農地価格にしろ、極端に低い価格でのやり取りというのが

非常に私は懸念をするところでございまして、そのやり取りの中には様々な理由とい

うものがあるんでしょうけれども、そうすることによって白石町の農地といいますか

農業といいますか、全体的な価値というのが下がってくるんではなかろうかというこ

とが心配をされます。 

 昔は農地売却の主な事由が、教育や結婚、負債整理など、いわゆる家族や家の存立

に関わる事情での資金調達ということであったものから、現在は高齢化による労働力

不足、離農、兼業による規模縮小などの理由が増加傾向にあるんじゃなかろうかと考

えます。今後も売買というものは行われていくと思いますけれども、現状と農地価格

のバランスをどう取っていくのか。言わば、借手や買手、またその逆、そういったと

ころの秩序維持というところをどうやっていくのか、非常に大切なところだと思いま

すけれども、そのあたりの考え方をお願いいたします。 

 

○久原正好農業委員会事務局長 

 重富議員さんがおっしゃられるとおり、いわゆる負債整理とかそういったものは現

在もございます。あと、おっしゃられるとおり、高齢化によって農地を手放したいと

いう御相談も結構承っているところでございます。 

 農地の売買につきましては、農地法第３条によるものと、あと一つ農業経営基盤強

化促進法のあっせん事業による売買の二通りがございます。 

 まず、農地法第３条による売買につきましては、売手と買手で価格面まで話合いを

お二人でする、いわゆる相対という取引になりまして、これは農業委員も間に入りま

せんので、安価で取引される例もございます。 

 次に、農業経営基盤強化促進法のあっせん事業による売買につきましては、農業委

員さん２名があっせん委員として売手と買手の間に入っていただきます。価格面や売

買条件など調整を図っていただいておりますので、著しく安価な取引にはなりにくい

というところでございます。 

 いずれにしましても、農地の価格は、農業者の営農形態や圃場までの距離、集約状

況など、複合的な要因によりまして合意がなされるというものでございますので、今

後も農業委員の方々と相互協力しながら、地域の実情を踏まえた形での農地価格の調
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整を引き続き行ってまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 話を聞いておりますと、現実では農業委員の皆様の御努力が大きく影響していると

いうことですね。本当に苦労が絶えないところだというふうに思いますけれども、ど

うか今後とも秩序維持というところに対しては、農業委員会との共通認識の下、白石

町農業の継続のためにもこれは御尽力を願いたいというふうに思い、次の質問に移り

ます。 

 ３項目め、遊休農地の復旧、活用を加速させるため、その農地を新たに耕作される

農業者に対し、復旧に係る費用の助成等が検討できないかということでございます。

時間等の配分等もございますので、長い答弁であるなら切り取ってよろしくお願いい

たします。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 復旧に係る費用の助成制度ということでございますが、今現在、残念ながらそうい

った助成制度についてはございません。それが現状でございます。町としましても、

このような優良農地が耕作されないということは非常に心苦しいところでございます。

予防したいということで、農地パトロール等を実施しているところでございます。 

 ただ、一般的な話になるんですが、遊休農地の復旧に関しましては、あくまでもそ

の所有者、もしくは耕作者の方のやろうという意思が重要であり、かつ責務であると

いうふうに考えております。個人の財産である農地において、町による復旧に対する

助成は慎重に検討しなければならないというふうに考えております。 

 なお、多面的機能支払交付金事業、こちらのほうでは遊休農地等の保全管理を行う

場合も事業の対象となっているようでございますので、地域の景観維持と環境整備の

観点からも御検討いただければというふうに思います。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 先ほどおっしゃられたとおり、個人が努力をするということは大前提となるという

ふうにも思っております。この遊休農地、耕作をやらないと結局荒れてしまうわけで

ございまして、そうなればそれそのものを所有している本人、そういったところより

も隣接する耕作者であったり、近隣住民の皆様というところに一番被害が及ぶんであ

ろうというふうに思います。言い換えれば、農地の空き家みたいなもんですね。遊休

農地にしろ耕作放棄地、いろいろな理由があってそのようになっているということ。

先ほども話がございましたけれども、あくまでも本人が復旧をするというのが大前提

でございまして、そこに公金を投入すると、一生懸命頑張っている人たちはばかみた

いになるという捉え方ですね。 

 確かに、平等性を鑑みますと、そこに対する税金の使い道というのは非常に考えて

いかなければならないところもありますけれども。これが一つ、自分のせいでそうな
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ったんだろうという意識、確かにその抑えがないと一番秩序的には駄目なんだろうと

思いますけれども、どうしても病気になってしまったり、後をやる者がいなかったり

と、そこの家族そのものの継続性が担保できなかった。そういった場合とか、そこを

幾らか勘案しながら対策を私は練るべきではなかろうかというふうに思っております

けれども、どうかそのあたりのところの対策も今後視野に入れて対応していただきた

いと思いますけれども、そういうことに対しての答弁、考え方、よろしくお願いいた

します。 

 

○久原正好農業委員会事務局長 

 遊休農地というところで対策ということでございますが、そういった遊休農地にな

る理由としましては、先ほど言われましたように健康面とか人それぞれな部分でござ

います。農地パトロールを農業振興課と共に行っておりますが、そういったとき、ま

た農業委員さんも加わっていただいて行っておるところでございますが、そのときに

お伺いすると、ちょっと体調が悪くて数年できなかったが、次回から耕作を再開しま

すというふうなケースもございます。地域の実情を一番理解されている地元農業委員

さんをはじめとしまして、地元関係者などの協力を得ながら、デリケートな問題では

ございますが、対応を行っているというところでございます。 

 また、遊休となるおそれのある農地の増加や、そういった部分で未相続による不在

地主が発生するということも今後考えられますが、そういったケースも対応を適宜い

たしていきたいと思っております。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 ここでも農業委員さん方には非常に御苦労されるところですけれども、そういった

地域事情を早め早めに対応していただくということに期待を申し上げまして、最後に

今回は労働力のことから農地に関わる秩序維持というところに対しての思いで質問を

いたしましたけれども、時代の進展とともに物事の考え方も多様に変化してきており

ます。この秩序を整えるということは町政運営で非常に大切なところというふうに考

えますけれども、町長、最後に答弁をお願いいたします。 

 

○田島健一町長 

 今議員からいろいろと質疑をしていただきました。私は最後に議員の最後の質問で

ありました遊休農地のことについてのみ答弁をさせていただきたいというふうに思い

ますけども。 

 遊休農地化のおそれのある農地の解消については、農地パトロールによる現地確認

と個別相談によりまして解消に努めていただいております。これは、本当に農業委員

の皆さんにもお骨折りいただいております。地域の実情に精通されておりますので、

今後も地元関係者と協力をもって考えていきたいというふうに思います。 

 いずれにいたしましても、関係機関との連携を図りながら、遊休農地については早

期発見、そして早期に解消していただくようにつなげていきたいというふうに思って
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ございます。 

 以上です。 

 

○重富邦夫議員 

 山の仕事、農地の仕事、海の仕事、こういったところが普通に産業活動としてあっ

ていることそのものが自然環境の保全につながるわけですから、それイコール防災に

つながるということで、今後もそういった幅広いところで執行部に頑張っていただき

たいというふうなことをお願い申し上げまして、私の一般質問を終わります。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで重富議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩します。 

10時30分 休憩 

10時45分 再開 

○片渕栄二郎議長 

 会議を再開します。 

 次の通告者の発言を許します。井﨑好信議員。 

 

○井﨑好信議員 

 皆さん、おはようございます。 

 私からは大きく２項目について一般質問をさせていただきます。よろしくお願いを

いたします。 

 まず、白石町の基幹産業でございます農業、水産業についてでございます。 

 今年の梅雨入りは例年よりも３週間ほど早かったというふうなことから、タマネギ

の収穫なり、あるいは麦の刈取りは農家の方々も御苦労なさったかなというふうに思

っているところでございます。大麦、小麦にいたしましては、品質、量、共に良かっ

たわけであります。大麦は、ほぼ全量が大粒の１等に入ってるというふうなことを聞

いております。小麦も品質も良かったわけでございますが、雨がたたって、一部では

穂発芽も発生したというふうなことも聞いているところでございます。現在白石平野

は、夢しずくの田植、そしてまたひのひかり、さがびより、モチと田植が進んでいく

かと思いますけれども、嘉瀬川ダムの貯水率も今朝の７時の時点では63.5％というふ

うなことで、水の心配もなく、順調に田植も進んでいくものだというふうに思ってお

ります。 

 それでは、第１点目でございますけれども、今年度のタマネギの価格におきまして、

マルチの早生種あるいは中生種でコロナの影響なるものかどうかは定かではございま

せんけれども、本当に昨年同様に価格が低迷したというふうなことでございます。現

在は持ち直しをしてきておりまして、ある程度の高価格で取引をされているようでも

ございます。２年続きといいますか、タマネギも昨年、今年の早生種よりも価格が低

迷、そしてまた水稲なり、あるいは大豆では２年続きの不作というふうなことで、本

当に農家経営も逼迫した状況であるというふうに思うわけでございます。再度このタ
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マネギに対しましても支援をお願いしたいと思いますけれども、その辺はいかがお考

えでしょうか。 

 私は持込み資料を出しております。タブレットをお開きいただきたいと思います。 

 その１、その２というふうにあるわけでございますけれども、タマネギの２年度と

３年度のタマネギの手取り単価の生産表というふうなことになっております。これは

ＪＡ白石地区の園芸販売から取り寄せたものでございます。令和２年度、昨年度を見

ていただきますと、出荷日、３月からございます。春一番の10キロ段ボール、あるい

はタマネギの機械選果の10キロ段ボール、ずっと昨年は規格Ｌが大体高値というふう

なことから、Ｌのところに赤線を引っ張っておるかというふうに思います。昨年は３

月26日ぐらいまでは高価格でずっと３月いっぱいも売れて、そして２枚目の４月も高

価格だったわけですけれども、隣の春一番が済んで、10キロ段ボールを見ていただく

と、４月13日ぐらいからずっと下落をしていったというふうなことだろうかと思いま

す。選果場におきましても、選果場は選科手数料がございますので、手取り単価も少

なくなっておりますけれども、４月19日ぐらいからマイナス生産というふうなことか

ら、２Ｌ、３Ｌと大玉についてはすき込みとかいろんな廃棄処分になったというふう

なことで、その後５月下旬ぐらいからは持ち直してきたというふうなことでございま

す。 

 一方、今年の令和３年度を見ていただきますと、昨年の２年度と比べまして、非常

に３月25、26日ぐらいから昨年よりも落ち込んだ状況になっておるかというふうに思

います。大体昨年よりも200円、選果場で300円程度の落ち込みというふうなことにな

っておるかと思います。それが明けて、４月23日ぐらいまで安くなって、その後また

今年は持ち直してきたというふうな状況下でございます。 

 この資料を見ますと、昨年よりも今年のほうが２割強、３月の下旬から４月の下旬

ぐらいまでの１箇月弱は昨年よりも安い価格が続いたというふうなことが見受けられ

るかというふうに思います。そういったことで、これを踏まえて答弁をお願いしたい

と思います。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 昨年度、新型コロナウイルス感染症対応の地方創生臨時交付金、これを財源としま

して、需要の減少により価格が下落した品目において、生産農家の意欲の維持と、あ

と経営の安定化を図るために、タマネギ、花卉、花ですね、肉用牛の次期作支援緊急

対策事業を実施いたしております。 

 今年度におきましても、先ほど資料等で御指摘のとおり、タマネギの早生、中生で

は新型コロナウイルスの感染拡大の影響に加えまして、早生種におきましては佐賀県

産タマネギの出荷が例年より早い４月にピークになったということも影響し、早い時

期から価格の低下が見られております。ただ、これにつきましては一時的な低下にと

どまりまして、４月下旬以降は市場において品薄の状態が続いておりまして、価格は

かなり持ち直してきているというふうな状況かと思われます。 

 このような状況の中、現在国では今年１月の緊急事態宣言発令の影響によります農

産物価格への影響を品目ごとに市場価格などのデータを基に判断をしている段階のよ
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うであります。支援対象となる品目の選定のほうを進められている状況でございます。 

 議員御質問の町としての支援策につきましては、今後の国、県の動向等を見守り、

総合的に判断をしていくということになるかと思います。白石町でも地方創生臨時交

付金の対象事業を検討いたしまして、飲食店、農業者のみならず、全庁的に事業の選

定を検討したところであります。農業者向けには、今回補正予算によりましてコロナ

感染症のような農業者の経営努力では避けられない様々なリスクによる収入減少を補

填する制度としまして、農業収入保険制度、こちらの加入者の負担軽減を図るための

助成を行うようにしております。経営安定のためにも、ぜひ加入のほうを検討いただ

ければというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 国のほうでは支援対象となるような品目の選定というふうなことで、その動向を見

守っていくというふうなことだったかと思います。ぜひとも国による支援、次期作支

援等の支援になってほしいものだとは思っております。 

 課長の答弁の中でも、今回６月の補正で収入保険の加入促進を促すべく、負担軽減

のための助成をするというふうなことでありました。本当にタマネギが重要野菜とい

うふうなことの位置づけで、非常に相場が不安定と。特に、こういったコロナ禍の中

でもあります。不安定の中で、そういう収入の補填をする上においては９割補填はす

るというふうな制度でもございますので、ぜひこういった制度を農業の方々も、特に

タマネギ農家は加入をしていただく。本当にこういった負担軽減の助成というのはあ

りがたいものだというふうに思います。 

 しかしながら、今年の場合は加入をしても今年の収入減の補填にはならないわけで

すね。来年度はなるかも分かりませんけれども、そういうふうにはならないというこ

とだろうかと思います。コロナ関連の臨時交付金の対象事業になるような、そういっ

た検討もしたというふうなことでございます。今年の３月には商工観光課で白石町商

工業事業者支援をなされております。100万円以上の収入があって20％以上の売上げ

減があった場合に、そういう縛りもあるわけでございますが、15万円の支給はされる

というふうなことになっているわけでございます。先ほどの資料を見ましても、２割

強の単価の落ち込みにもなっているわけでございます。そういった状況の中で、昨年

同様に今年もそういった農家に対して、タマネギに対しての支援も御検討を御理解の

上にいただきたいと思いますけども、再度その辺をお願いいたします。 

 

○木須英喜農業振興課長 

 一部先ほどの答弁と繰り返しになるかもしれませんが、御了承いただきたいと思い

ます。 

 昨年度、町のほうではコロナ対策の農業支援といたしまして、農業用廃プラスチッ

クの適正処理に係る負担軽減をということで、農業生産資材廃棄物処理費負担軽減対

策事業、こちらのほうを行っております。このほかに、先ほど申しましたが、タマネ

ギ、施設花卉生産者向けには再生次期作支援緊急対策事業、それから肉用牛肥育畜産
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事業者向けには肉用牛農家経営維持緊急対策事業を県の支援に上乗せをする形で実施

をしたところでございます。また、国によります高収益作物次期作支援交付金事業、

これでは収入の減少した園芸作物、作付農業者の次期作に向けた取り組みといたしま

して、タマネギ生産者等へ支援を行っております。このほか、土地改良負担軽減特別

支援事業として、土地改良区の負担金の一部助成を行っております。さらに、今回先

ほど申しました補正で収入保険制度の保険料の一部助成をお願いしたところでござい

ます。 

 町として再度支援を行う考えはないかという御質問ではございますが、地方創生臨

時交付金を財源といたしまして、町内の住民、様々な事業者の方がいらっしゃいます。

コロナ禍で疲弊をされております。生活支援のために優先順位を図りながら採択事業

の選定を行っているところでございます。 

 一般論としてですが、優先順位としては飲食業者や医療関係者、こういった方が最

優先になってくるのではないかというふうに考えます。議員おっしゃられます不作の

影響により農業経営も逼迫しているというお話も十分御理解できるところなんですが、

天候や市場原理による価格の増減はございます。コロナ禍でなく、平時においても十

分考えられることでございます。このようなことから、今回補正でも上げております

が、収入保険制度などのセーフティーネット、こちらにぜひ加入を御検討いただきた

いというふうに考えております。 

 また、国、県においても市場の動向調査を行って、この作物はコロナ禍による影響

かどうか、こういったところを検討し重ねておられまして、該当すれば対象作物とし

て助成を行っていこうという考えでございます。ここについては、ぜひ御理解を願い

たいというふうに思います。よろしくお願いします。 

 

○井﨑好信議員 

 もちろん商工業事業者の方、コロナ禍の中で困っていらっしゃること、本当に分か

ります。しかしながら、タマネギ農家の皆さんも、今資料からも見て分かるとおり、

これだけ昨年よりも一時的ではございますけれども価格が下がっている状況でもござ

います。ぜひ今度、今第４次の臨時交付金でしたかね、第５次とそういったコロナ関

連の臨時交付金が入るようなことであれば、検討もお願いをしていただきたいという

ふうに思います。 

 それでは、次でございますけれども、近年ジャンボタニシの発生が多く見られてお

ります。稲なり、あるいはレンコンなり、食害が出て非常に農家の方々も大変苦慮を

されておるところでございます。今年の３月の補正でスッポンの放流事業の計画をさ

れておるところかというふうに思います。しかしながら、ジャンボタニシは水田なり、

あるいは水路で越冬するわけでございまして、また同じ場所に食害を発生するという

ふうなことも多々あるわけでございます。そういった食害が発生したときには、薬剤

で駆除をしなければならない状況になっております。そういった登録薬剤を使う上で

負担軽減のための助成ができないか、その辺をお尋ねしたいと思います。 
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○木須英喜農業振興課長 

 ジャンボタニシは、昭和56年頃から食用として輸入をされております。養殖された

ものが現在のように水稲やレンコンに食害の被害をもたらしておりまして、農家農業

方々も非常に苦慮されているというふうに認識をしております。このことから、町で

は過去において被害対策として実施をいたしましたスッポンの放流を本年度も計画を

いたしております。対策を講じていくこととしております。しかしながら、ジャンボ

タニシの生息区域ということになりますと広範囲にわたっておりまして、スッポンに

よる効果がすぐ出てくるということは難しいということも感じております。 

 薬剤散布につきましては、平成30年度に県が県内自治体に調査を実施されておりま

して、被害防止対策に効果があるというふうな報告がなされております。また、被害

軽減の取り組みとして、農林水産省のほうでは最も効果的な被害防止対策を組み合わ

せて、地域ぐるみで取り組むことが必要であるということでございます。このことか

ら、効果的な駆除方法を考えた場合、クリーンデー等と併せた基準日を設けまして、

生産組合や法人等の組織単位で一斉に登録薬剤の散布を行ってもらうというふうな方

法が一番有効ではないかというふうに考えています。 

 議員おっしゃられたとおり、これまで農家の方が独自で登録薬剤等によりまして駆

除をされまして、農家にも応分の負担があることと思います。また、薬剤の使用に関

しましては、少なからず周辺環境への影響も考慮しなければならないということです。

スッポン放流の効果と併せまして、先ほど申しました一斉実施というような実施方法、

こういったところも含めて総合的に勘案する必要があるのではないかと考えます。町

としましては、農家個人にではなく、そういった実施団体、法人とかそういったとこ

ろの支援を、まず優先的に検討をしていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 前向きな答弁をいただきまして、ありがとうございます。今課長の答弁にございま

したように、個々に駆除散布をするよりも、こういった法人なり、あるいは生産組合、

あるいは農地・水等の組織なりで集団的に一斉に防除をしたほうが効果は大だろうと

私も思います。そういったことで、スッポンも放流をされますけれども、すぐには効

果出ないわけでございますので、こういった負担軽減のための取り組みをぜひともお

願いをしたいというふうに思います。 

 それでは、３点目に入るわけでございますけれども、ここで議長にお許しをいただ

きたいと思いますけれども、ここの最後のほうで一時支援金に上乗せして支援ができ

ないかというふうなことで通告しておりますけれども、ここを修正いたしまして、町

単独で支援ができないかというふうな訂正で質問させていただきます。よろしいでし

ょうか。 

 

○片渕栄二郎議長 

 はい。 
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○井﨑好信議員 

 ありがとうございます。 

 それでは、３点目に入らせていただきます。 

 令和２年度のノリ養殖におきましては、コロナ禍の影響により、単価の低迷があっ

たものの、秋芽ノリでは順調な生産高となったようでございます。冷凍ノリでは、張

り込み当初からプランクトンによる赤潮の発生で栄養塩が下がり、そしていろいろ施

肥事業で対応をされましたけども、なかなか栄養塩が上がらずに早期の撤去となって、

前年度対比では65％程度の落ち込みとなったようでございます。そういったことから、

国からのコロナ関連の支援対策でございます。一時支援金の給付の対象になるようで

もあるというふうなことを伺っております。対象になるのか、そしてまたこういった

落ち込み、コロナ禍の影響の中で町単独で支援する考えはないのか、その辺をお尋ね

したいと思います。 

 また、私のほうからの持込み資料を見ていただきたいと思います。 

 これは、佐賀県有明海漁協の令和元年度と令和２年度、今年は３年度でございます

から、ノリ年度は昨年度と今年度の比較をした一覧表でございます。佐賀県有明海漁

協全支所の行使者指数なり、あるいは共販金額なり、平均単価なり、あるいは漁家１

人当たりの金額が出してございます。令和元年度は中ほどに白石町の３支所、黄色で

線引きしておりますが、福富町が34人、新有明が32人、白石が24人と、昨年は90名の

漁家数であったと思います。大体14円ぐらいの平均単価だろうかというふうに思いま

す。売上げも３支所で3,000万円以上のところもあるし、2,400万円、平均2,800万円

ぐらいの売上げがあったようでございます。 

 一方、今年度、２年度でございますが、３支所の漁家数が去年よりも５経営体が減

っております。平均単価を見ていただくと、令和元年度が14円だったものが大体10円

50銭というようなことから、大体３円50銭ぐらい平均単価が下がっている状況でござ

います。漁家当たりの生産金額も2,000万円程度というふうなことから、大体65％ぐ

らい落ち込んでいるわけでございます。 

 以上のようなことを踏まえて、答弁をお願いしたいというふうに思います。 

 

○中村政文農村整備課長 

 佐賀県沖の有明海で養殖をされましたノリの令和２年度の入札につきましては、令

和２年12月１日から令和３年４月16日までに全９回実施をされておりまして、佐賀県

全体におきましては、販売枚数が17億7,059万枚、販売額が200億4,408万円で、18季

連続の生産量、販売額日本一を達成しております。 

 佐賀県では、販売枚数は昨季を上回りましたものの、平均単価は昨季より約３円ほ

ど安い11円32銭でございまして、販売額も令和元年度のシーズンより約46億円少ない

結果となっております。この単価が低迷した要因といたしましては、新型コロナの影

響でコンビニのおにぎりの販売が減少したこと、またインバウンド需要、海外者の渡

航の低下も影響をしていまして、全国的に相場が下がったと。及び、冷凍期に水温が

高く、少雨で、栄養塩不足となって品質が低下したことによるものと考えられており

ます。 
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 なお、町内の漁協３支所に限りますと、本町から太良町までの佐賀県西南部地区に

おいて、冷凍網の張り込み直後から赤潮による栄養塩不足によりましてノリの色落ち

が発生して、これが重度化をし早々に網の撤去が始まったということで３月以降はほ

とんど出品ができておらず、販売枚数が昨年に比べ約1,800万枚減少をしております。

このため、先ほど述べました単価の低下と相まって、販売額が前年度比で約32％の落

ち込みとなっております。 

 議員の質問の一つでございます新型コロナウイルス感染症対策の一時支援金の給付

対象となるのかということでございます。 

 国では、新型インフルエンザ等対策特別措置法第32条第１項の規定に基づきまして、

令和３年１月７日に発令した新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言に伴う飲食店時

短営業または外出自粛等の影響を受けて、2019年比または2020年比で2021年１月、２

月または３月の売上げが50％以上減少した中小法人等に上限で60万円、また個人の事

業主等に上限で30万円の一時支援金を給付するということにしております。2019年１

月から３月まで及び2020年１月から３月までにおきましては、自らが販売提供する商

品、サービスが直接または他者を経由をしまして、緊急事態宣言地域で時短営業の要

請を受けた飲食店または同宣言地域の個人顧客に反復継続して届いていることが確認

ができれば業種や所在地を問わずに給付の対象となるということから、本町内の漁業

者の中にも申請をされた方がいらっしゃるというふうに伺っております。 

 次の２つ目の質問でございます。町として単独でコロナに対する支援をする考えは

ないのかということでございます。 

 コロナ禍によった影響がノリの販売単価の下落にどれほどの影響があるのかという

のがなかなか算出するのが困難であるというところで、現段階では町として単独での

支援を行うという考えはございませんが、今後この市場の動向等については十分注視

をしていきたいと思っております。 

 なお、本町を含みます佐賀県西南部地区については、先ほど来、申しておりました

ように、赤潮の発生によるノリの色落ちが毎年のように発生をしていると。生産が不

安定になる要因となっているということでございます。まずは、県、関係市町、漁協

と協力をいたしまして、漁場環境の改善に取り組みながらノリの養殖の生産の安定を

図ることが喫緊の課題であるというふう認識をしております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 この単価の落ち込み、下落がコロナの影響によるものかなかなか判断が難しいとい

うふうなことで、支援は考えてないというふうなことではございますが、元年度と２

年度の秋ノリだけを比べれば、これも３円ぐらい開きがあってるわけでございまして、

答弁にございましたようにコンビニとかのおにぎりの需要が少なかったというふうな

ことからそういった相場が落ち込んだと、コロナの影響によるものと私は明白だろう

というふうに思います。西部地区の生産がなかなか不安定だと、栄養塩の落ち込み等

があって不安定というふうなことから、いろいろ漁業改善等に取り組んでいくという

ことでございました。もちろん有明海の再生には、そういった漁場改善等の事業も必
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要だろうと思いますので、それはそれとして取り組んでいただきたいと思いますけれ

ども、これもタマネギ同様に、もしまた臨時交付金でも交付がされれば検討をお願い

したいというふうに思います。 

 もう答弁はよろしいです。時間も押しておりますので、次に入らせていただきます。

水産業も、ハード面なりソフト面でいろいろと支援をされている状況下でもございま

す。その辺は水産業の方々も感謝されてもおります。それはそれとして、支援もよろ

しくお願いしたいというふうに思います。 

 それでは、大きい２項に入らせていただきます。 

 豪雨時における水災害対策についてでございます。 

 六角川水系河川整備計画は、平成24年からおおむね30年間というふうなことであっ

たものが、令和元年８月末の佐賀豪雨で流域に甚大な被害が出たというふうなことか

ら、国土交通省では河川激甚災害対策特別緊急事業、いわゆる激特事業が採択をされ

まして、総事業費418億円で2019年度からおおむね５年間で集中的に取り組むとされ

ております。30年間の全体計画と併せて、この整備計画はどのようになっているのか、

お願いをいたします。 

 

○笠原政浩建設課長 

 六角川水系河川整備計画と河川激甚災害対策特別緊急事業、いわゆる激特事業の概

要についての御質問でございます。 

 まず、河川の整備計画につきましては、これまでの六角川水系河川整備計画は平成

24年８月に策定されておりまして、一昨年の令和元年８月の豪雨における甚大な被害、

河川の整備状況、社会を取り巻く状況の変化を踏まえ、六角川のさらなる安全度向上

を促進するため今後おおむね30年間で実施する河川整備計画内容を変更し、令和２年

７月に国土交通省武雄河川事務所によりまして六角川水系河川整備計画の変更が策定

されました。 

 以前の整備計画では、六角川水系での洪水被害を防ぐため、六角川と牛津川との合

流地点の下流付近の基準地点でございます住ノ江橋で、整備目標流量といたしまして

毎秒1,450立方メートルを計画されておりましたが、変更によりまして、以前の計画

の約1.4倍に当たる2,080立方メートルへ引き上げられております。これによりまして、

六角川、牛津川における観測史上最大規模となる平成２年７月及び令和元年８月に相

当する洪水に対し、被害の防止または軽減を図ることを目標に計画をされているとい

うふうな状況でございます。 

 この変更の2,080立方メートルのうち1,590立方メートルにつきましては、河川を掘

削するなどして整備され、残る490立方メートルにつきましては流域内の遊水地など

の洪水調整施設で対応されることになっております。また、先ほども申しましたとお

り、整備期間はおおむね30年間とされております。 

 次に、激特事業でございますが、六角川水系では、令和元年８月豪雨によりまして

大規模な浸水被害を受け、河川激甚災害対策特別緊急事業等が令和元年12月に採択を

されたところでございます。この事業は、国、県が連携し、河道の掘削、築堤、それ

から遊水地整備、排水ポンプ整備等の治水対策をおおむね５年間で実施するものでご
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ざいます。国土交通省では、河道掘削や牛津川遊水地の整備、それから高橋排水機場

の排水ポンプの増強等をこの事業により実施されることとなっているところでござい

ます。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 六角川水系の河川整備計画は、平成24年に策定されていたものが、今回といいます

か、一昨年の元年の８月豪雨によって令和２年４月にまた変更をされたというふうな

ことは、また２年から30年間ということで、10年間また延長をされたというふうな理

解をしていいと思います。洪水被害を防ぐためには、整備目標流量が住ノ江橋で毎秒

1,450立方メートルから1.4倍の2,080立方メーターに引き上げられたようでございま

すけれども、この変更と併せて、５年間の激特事業が本町に関連する整備計画がある

のかないのか、その辺をお願いします。 

 

○笠原政浩建設課長 

 白石町に関連する六角川の治水対策云々ということでございます。 

 まず、おおむね５年間で実施をいたします激特事業関連では、大町橋より上流側の

河道掘削が計画なされておりまして、現在多分実施中かなということで思っておりま

す。それから、河川の整備計画のほうでは、ＪＲ橋の部分の堤防のかさ上げ、それか

ら大町橋から下流部分の堤防の補強などが計画されているような状況でございます。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 そうしますと、本町に関連する激特整備事業の中では、大町橋の河道掘削とＪＲの

橋のところのかさ上げ、２つが白石町に関連すると。 

 

○笠原政浩建設課長 

 もう一つ、大町橋から下流のほうの部分に堤防の補強を計画されているということ

で聞いております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 それでは、六角川が白石町に入ってきたところは、ほとんど整備はされているとい

うふうな状況かというふうに思います。しかしながら、激特は５年でございますが、

あと整備計画ではおおむね30年というふうなことでございますので、またいろいろと

状況も30年間の中で変わっていくこともあるかと思いますので、その辺また状況が変

わったときには国なり、あるいは県のほうで要望でも出していただきまして、整備の

要請もお願いしていただきたいというふうに思います。 

 次に入らせていただきます。 

 豪雨時には水路があふれ、内水氾濫に伴い、浸水、冠水の被害が出て、常襲地域の
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方々は大変な思いをされております。担当でございます農村整備課では、いち早く大

雨予報を察知されまして、町内の水利委員さんへ水路の事前排水を無線放送等で呼び

かけられており、一定の効果は出ておるかというふうに思います。しかしながら、常

襲地域を解消するためには抜本的な対策が必要だと思いますけれども、その辺をどの

ように考えておられるのか、お願いをいたします。 

 

○中村政文農村整備課長 

 常襲地帯の解消に向けて抜本的な解消はどのように考えているのかということで御

質問かと思います。 

 近年の雨の降り方等、線状降水帯等に見られますように、狭い範囲に集中して急に

降ったり短時間に大量に降るというようなことで、非常に激しさを増していると思い

ます。 

 その排水対策としまして、例年雨季前に白石、福富、有明の３地域ごとの用排水調

整会議を開催しておりましたが、今年はコロナウイルスの感染拡大防止のために中止

としておりまして、文書によって注意喚起として行っております。ただ、先ほど議員

申されますように、浸水とか冠水の常襲地帯、この辺の地区での会議は行ったところ

でございます。内容といたしましては、ゲート操作員の連絡網を作成しましてゲート

操作員の操作の連携の確認、また大雨が予想される前に水路の事前放流によります貯

留ポケットの確保、より効果的な排水調整の方法の検討を行うなど、スムーズな排水

調整に向けた対策に取り組んでおります。 

 今後も引き続き、事前排水につきましては、用排水調整会議や防災行政無線での呼

びかけ、また職員の町内巡視による個別の落水の御相談等によりまして、地域の方々

と密接に付き合いながら対応を図っていきたいと考えております。あわせまして、貯

留ポケットのさらなる確保に向けまして、水路、泥路の浚渫工事などを行って、浸水

や冠水の軽減に努めながら今後関係機関と協議をし、さらなる整備方針等を町全域で

検討してまいりたいと考えているところです。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 課長の答弁にございましたように、貯留ポケットを多めに、底から上げて下げると、

多く広げるというふうな、事前排水が結構重要になっているわけでございます。この

排水時には、排水委員さんたちに操作をしていただくわけでございます。上流から下

流にスムーズに連携をして、していただくわけでございますが、なかなかそういう常

襲地域においては操作ゲートが非常に難しいといいますか、昔からの慣習等で、こっ

ちも開けてもらうともっとスムーズに排水がでくっとけ、やっぱり一本しかいかれん

とか、そういう地区によっては難しい面もあるようでございます。その辺を地域の

方々と話合い、理解をしていただくために、地域の水利委員さんだけでは慣習等もあ

りましてどうしても感情的なこともあろうかと思いますので、その辺は行政のほうで

理解していただくような指導も必要になってくると思いますので、その辺はいかがで

しょうか。 



- 26 - 

○中村政文農村整備課長 

 排水対策がスムーズに行われるようにということでございます。 

 先ほども答弁をさせていただきましたように、用排水調整会議はもとより、常襲地

域の方々にはゲート操作員さんたちに密接に関わって対応をしていきたいと考えてお

ります。議員申されますように、町の旧町境とか行政区域は非常に昔からの慣習によ

るところが大きいところがあるというふうなことはこれまでもずっと聞いていたとこ

ろでございますから、ここは行政としては職員が地元のほうに出向いていきながら一

つ一つ解決をして。大雨になるときには、用水のほうも関係してまいります。そうい

うことを考えますと、白石土地改良区とも十分な協議を行って、上下流の関係を築い

ていきながら慎重に対応していきたいと考えております。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 その辺の対応をよろしくお願いしたいというふうに思います。 

 今後本格的に梅雨時期となりまして、前線が活発になって豪雨が予想されるわけで

ございます。担当課はもちろんでございますが、執行部の皆さん方、本当に大変でご

ざいましょうけれども、対応、対策をよろしくお願いしたいというふうに思います。 

 それでは、３点目に移らせていただきます。 

 六角川は、豪雨時には上流から大量の雨水が流入をし、また有明海の満潮と重なる

と堤防越水等の危険があり、排水ポンプ場が稼働できない状況に陥るかと思います。

低平地である本町は、直接有明海へ排水ができるような体制の整備が有効な手段であ

ると考えます。建設課では、今回６月の補正で新規事業として流域治水推進事業に取

り組まれておるようでございます。具体的な整備計画、青写真をどのように考えてお

られるのか、またその場合、既存の有明海沿岸のポンプ場、排水機場の能力で対応で

きるのか、その辺をよろしくお願いしたいと思います。 

 

○笠原政浩建設課長 

 令和元年８月の豪雨では、町内至るところで内水氾濫による浸水被害が発生いたし

ました。大雨の際は外水位が高くなり、思うように排水ができない中で、六角川河川

の地域では、上流での時間100ミリを超す大雨や大型排水機による大量の排水により、

六角川への自然排水能力が著しく低下したことも要因の一つではなかったかというふ

うに考えているところでございます。このようなことから、町では、六角川への負担

を軽減し、町内に流れる河川やクリークの機能を最大限に活用して、有明海へ直接排

水できないか、あるいはできるようにするためにはどのような整備をする必要がある

のかなどを、これから検討、検証する事業を今年度佐賀県の流域治水推進事業を活用

して実施することといたしております。 

 現在、町内の排水機場につきましては、六角川河川に７施設、合計で毎秒38.3トン、

塩田川河川に４施設、合計で毎秒40.3トン、有明海沿岸に10施設、合計で86.3トンが

設置されており、これらの既存の排水施設をはじめ、町内の河川やクリークなどの排

水における問題点、排水体系の見直しなど様々な検証を行いまして、今後必要となる
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排水対策をこの事業の中で検討、検証することで、白石町の今後の排水整備事業につ

なげていきたいというふうに考えてるところでございます。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 新規事業で取り組まれる流域治水推進事業は、課長の答弁では六角川の負担を軽減

して河川やクリークの機能を最大限に活用して有明海へ直接排水できるようにするた

めの調査、検証をするための事業というふうなことを伺いました。 

 当然、今のポンプ場、先ほどの答弁でも有明海沿岸には10基、毎秒86.3トンという

ふうな能力があるわけでございます。しかし、今回有明海に排水を上流からまたする

というふうなことになりますと、今の流量の1.5倍以上の流量が有明海沿岸に入り込

んでいくというふうな想定がされるわけで、当然今のポンプ場の能力では対応できな

いというふうに思うわけでございます。今後整備計画をいろいろ今回流域治水推進事

業の中で検証、調査もされるわけでございますが、ここもポンプ場の能力、増設とい

いますか、そういったことまでセットにした整備計画を立てていかなければならない

と思いますけれども、その辺はどういったお考えでしょうか。 

 

○笠原政浩建設課長 

 先ほども申しましたとおり、既存の排水機場の状況を検証し、既存の施設の能力の

アップができるのか。場合によっては、増設ということも視野に入れながら検討をし

ていきたいというふうに考えているところでございます。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 既存の施設にもちろんエンジンをアップしてそういう能力アップなり、あるいは増

設、いろんな考え方があるわけでございますけれども、そういったことも検証しなが

らよろしくお願いしたいというふうに思います。 

 最後に、町長にお伺いをいたしますけれども、水を治める者は国を治めるというふ

うな中国の昔の故事がございます。私もそのとおりだというふうに思うわけでござい

ますが、町長は３月の施政方針の中でも町民の安全を図るというふうなことで、災害

のないまちづくりというふうなことをうたっていただいたかというふうに思います。

この治水対策、本当に難しい問題でございます。町長の所見をお伺いしたいというふ

うに思います。 

 

○田島健一町長 

 井﨑議員からは、治水対策についての町長の所見をということでございます。 

 先ほど言われましたように、私も今期３期目の就任に当たって、私は一番最初に治

水対策というか、町民の皆さんの安全・安心を確保するためにはこれを一番最初にや

らないかんというふうに思っているところでございます。 

 地形の話をいたしますと、皆さんも御承知のとおり、白石町は六角川、塩田川に挟
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まれているわけでございますけれども、六角川につきましては河口から30キロ上流の

潮見橋まで潮が上がっていく、また塩田川につきましても、塩田橋付近まで潮が上が

っていくという干潮河川でございます。干潮河川というのは、満潮時にはそこまで潮

が行くわけでございますので、河川断面の大きなところはそれで壊れてしまうという

か、空き容量が少ない。そういった中で雨が降ってくるということになりますと、当

然ながら越水をしていくということになろうかというふうに思いますが、令和元年８

月豪雨時におきましても、六角川につきましては上流域では越水があってございます。

しかしながら、下流域といいますか、本町においては堤防を越水するというようなこ

とはございませんでした。これは、過去の平成２年の豪雨のときにしっかりと下流域

を国土交通省のほうで整備をされたおかげだというふうに思います。 

 そういったことから、先ほど質問の中で課長も答弁いたしましたように、河川整備

計画の中に激特事業もあるわけでございますけども、激特事業の中では白石町という

のがあまり目立ったものがないような感じでございますけども、しかしながら上だけ

して下が危ないという状況には国土交通省さんはなされていないわけでございまして、

当面はいいのかなというふうに思います。 

 これは、先ほど議員も課長も発言をいたしておりましたけども、内水氾濫という言

葉を使わせていただいております。この内水氾濫というのは、流域の中、我々が住ん

でいるところでの氾濫といいますか、冠水したり浸水したり水がたまるということを

内水氾濫ということでございまして、一方河川のほうが氾濫するという、こぼれると

か堤防が決壊する、これを外水氾濫というわけでございまして、これまでも外水氾濫

というのは六角川については最近そんなにあってないと、整備された後は。だから、

内水氾濫をどうかせんばいかん。それについては、特に白石町におきましては低平地

でございますので、先ほど言いましたように両河川が水いっぱいになって、中の我々

が住んでいるところはすり鉢じゃないですけども低い低平地でございますので、そこ

にたまってしまう。こぼれてくるんじゃないんですけども、雨が降ったのが吐けない。

これは、六角川にはもう吐くことができんやろうということで、先ほどの今年度新規

事業でございます流域治水事業で県と一緒になっていかに内水を吐くか。これは多分

六角川とか塩田川に出すということじゃなくて、やはり有明海に６時間ごとには干潮、

満潮が来るわけでございますので、そこを使ってやっていくということになろうかと

いうふうに思います。 

 町内には相当の数の用排水路といいますか、圃場整備で整備された水路がございま

す。もう既に事前排水ということもあってうまくやっておりますので、これも使いな

がらやっていければというふうに思います。いずれにしても、県が今年度新規事業で

ありますこの事業の中で、しっかりと私たちの意見というか地域を見ていただいてや

っていただければというふうに思っているところでございます。 

 以上です。 

 

○井﨑好信議員 

 町長には治水対策の熱い思いを語っていただきまして、ありがとうございました。

町民の安心・安全なまちづくりのためによろしくお願いいたします。 
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 これで一般質問を終わらせていただきます。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで井﨑議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩します。 

11時45分 休憩 

13時15分 再開 

○片渕栄二郎議長 

 会議を再開します。 

 次の通告者の発言を許します。内野さよ子議員。 

 

○内野さよ子議員 

 午後からの質問ということになりますが、最後までよろしくお願いいたします。 

 持続可能な社会づくりの担い手の育成についてということで質問をいたします。 

 ５月10日、文教厚生常任委員会において、地元にある白石高校と意見交換をさせて

いただきました。その中においての高校と町との関わりについて、もちろん私たちも

そうなりますけれども、関わりについての質問です。 

 現在白石高校では、「夢Ｔ∞Ｔ（つなぐつながる）プロジェクト」の取り組みが始

められて３年目になります。その目的は、プロジェクトの持込み資料にも書いてあり

ますけれども、生徒たちが地域との体験的、実践的な取り組みを通して、地域資源の

発見や見直しを行い、地域課題の解決につながる価値観や行動について考えを深め、

地域を愛する心を育み、持続可能な地域社会を創造できる力を育成することとされて

いるところです。 

 そこで、１点目ですけれども、白石高校がプロジェクトを通して目指している学校

づくりについては、町はどのように理解をしているかということでお願いします。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 現在、白石高校が取り組まれている、先ほど申されました「夢Ｔ∞Ｔ（つなぐつな

がる）プロジェクト」は、佐賀県が実施している地域とつながる高校魅力づくりプロ

ジェクトのモデル校として取り組まれている事業でございまして、令和元年度から３

年間の計画で実施されております。 

 その目的は、ただいま議員がおっしゃられたとおりでございますけれども、そこか

ら目指す学校像として、地域の生徒が行きたいと思う学校、地域との連携を通して、

探究的・実践的な教育を実現する学校、地域活力の向上に生徒自らが貢献できると思

うようになる学校、地域にとって時代の担い手を輩出する学校、地域に愛され、地域

に信頼される学校という目標を掲げられ、様々な取り組みをされております。 

 町といたしましても、この取り組みは地域との連携を深めることにより、よりよい

地域と学校をつくるという理念を学校と地域が共有し協働することで、地域への愛着

や誇りを育みながら地域の将来を担う人材の育成を図ることができるのではないかと

理解しております。さらには、地域の人々のつながりも深めることができますので、
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これは人と地域づくりの好循環を生み出すものと捉えております。 

 町といたしましても、まち・ひと・しごと創生総合戦略において高校や大学と連携

し、地元定着につながる活動に取り組むこととしており、町単独であります若年者地

元定着促進事業と連携した取り組みをさせていただいております。また、地域資源の

発見や見直し、地域課題の解決、地域を愛する心を育むという目標は、町が現在進め

ております町民協働によるまちづくりとも合致いたしますので、今後につきましても

継続した取り組みにできればと考えておるところでございます。 

 

○内野さよ子議員 

 今答弁にもありましたように、町の事業とも合致するということで伺いました。 

 当プロジェクトのように、私はこれ意義として、またあるいは背景的なものをここ

数年で考えてみますと、2013年でしたか、地方創生の中で日本創成会議において地方

消滅論がありました。これは何が問題であったかというと、若い人の人口の流出とい

うのが物すごく人口減少でありました。それは、とてもこれにも関係していると思う

んですね。それから、２点目には、2016年において、平成28年ですけれども、18歳の

選挙権というのが行われました。その中では主権者教育というのが行われまして、例

えば国家の財政であるとか国家プロジェクトと子どもたちに言っても、なかなか通用

しない。それよりも、むしろ駅前プロジェクトとかまちづくりのような形のほうが子

どもたちには分かりやすい。それが選挙に対しての子どもたちの意識を高めることだ

ということではないかというふうに思っています。この２つを通して、こういう国の

動きとか、これは佐賀県の事業と今言われましたけども、そういう動きが背景に私は

あるのではないかなというふうに思っています。 

 そこでですが、先週の６月11日の日に模擬選挙、課長も新聞記事を見られたかと思

いますけれども、佐賀新聞社の出前講座、白石高校ですけれども、これは今言った主

権者教育の出前講座でありました。これは白石町のことをテーマに挙げてあります。

行けばよかったなというふうに思うくらいの内容です。 

 模擬選挙の中では、３人の立候補者がいまして、例えば駅の周辺のまちづくりのこ

と、あるいは防災のこと、あるいは地場産業の農業のこと、３つのテーマで立候補者

を立てて、それに対して討論をするような取り組みと書いてあります。これは、授業

では３年生が体育館で行われており、１、２年生は同時に配信をされたということで、

全ての子どもたちがこの授業を受けていることになります。こういった背景的な流れ

もあることから、町としてはこういった授業には全面的に協力をしたりとか、そうい

うことは大切なことではないかなというふうに私は思って今回質問をしています。 

 そこでですけれども、意義あるこういった内容だと思っているわけですが、白石高

校とは、もちろん地元には佐賀農業高校もありますのでどちらともいろんな事業をさ

れていると思いますが、少し例を挙げてお願いします。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 本町が高校とどのような連携を取っているかというような御質問と捉えてよろしい

でしょうか。 
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 本町では、高校とどのような連携を取っているかという御質問でございますけれど

も、昨年度白石高校につきましては、町職員が福祉や防災などの分野で講師を務めた

地域連携講座、自分たちの知りたいことを高校生自らが町内の企業などを訪問し、自

分たちで調べる探究学習、そして町の若年者地元定着促進事業費補助金を活用した須

古ずしのレシピイベントなどを連携して取り組んでまいりました。そのほか、第２期

総合戦略策定のためのアンケートですとか、須古地区地域づくり協議会設立の準備委

員会のワークショップへの参加なども御協力いただいております。 

 また、佐賀農業高校につきましては、これも同様に若年者地元定着促進事業費補助

金を活用いたしましたサノボヌール、これはケーキカフェでございます。及びサノ

ン・マルシェ、これは焼き菓子等の販売でございますけれども、これらの開催やアン

ケートなど、連携した取り組みに御協力いただいたところでございます。 

 

○内野さよ子議員 

 アンケートということでありましたので、総合戦略課で伺っていましたので、この

中にアンケートの結果が書いてあります。その中にも、結果的には若い人口の流出を

食い止める必要があるときっぱり書いてありました。そういうことで、子どもたちと

交流したり、つなぎとめるためにも、こういう事業はいいのではないかなと感じてい

るところです。 

 再質問をしたいと思いますけれども、課題というふうなのがそれでも出てくると思

いますが、先ほど課長も３年目ということをおっしゃいました。このプロジェクトに

ついては、県内では８校を指定モデル校としてありまして、近隣では鹿島であったり

武雄であったり伊万里であったり、８校が指定モデル地区になっています。そのモデ

ル地区の白石高校ですけれども、白石高校は大町と江北と白石をしてありますよね。

そういうふうに３校をしてあります。考えてみると、子どもたちは３町どこでも行っ

ているわけでして、その子どもたちが白石町をどう思っているかということが出てく

るのかなと思います。先ほどの主権者教育にしてもどんな発言があったのか分かりま

せんけれども、子どもたちは白石町を見ているということになりますので、その辺の

ところで、今後３年目になりますけども課題はなにかということで、ありましたらお

願いします。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 内野議員おっしゃいますように、佐賀県の実施している地域とつながる高校魅力づ

くりプロジェクトは今年度で終了の予定でございますけれども、町といたしましては

若年者定着促進事業、これは第２期総合戦略期間の令和６年度まで取り決めさせてい

ただきます。これにより、連携を継続する予定でございます。高校の取り組みも今後

も継続して、地域との連携というのが求められてまいると思っております。 

 県の事業としても将来的に持続可能な取り組みを求められていると思いますので、

町としても３箇年の事業終了後も高校と町内各団体との連携が深まるよう、また役場

内におきましても今後も連携して、各課協力もこれより強固にしながら取り組んでま

いりたいと思ってるところでございます。 
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○内野さよ子議員 

 先ほどから話をしているように、人口流出を防ぐとか、子どもたちが大学に行って

も帰ってくるような仕組み、これが基本的にあるのではないかと思います。たとえ県

の事業であっても、総合戦略課は忙しいことは分かっておりますけども、子どもたち

も私たちを見ている、町を見ているということになりますと、私たちも子どもたちの

ことを見ながら、寄り添いながらこの事業は進めないといけないと思っています。今

おっしゃったように３年目を過ぎても、また継続してできる、町の単独事業もありま

すので、そういうふうなことを活用しながらやっていくというお話だったかと思いま

す。 

 そういうふうなことも含めて、お互いがやっていかないといけませんが、白石高校

にはコーディネーターという先生がいらっしゃいます。その点、私は課題といえばコ

ーディネートをする、総合戦略課にはそれがなかなかできない状況にあると思ってい

るところです。そういうことから見ると、継続していくための今後の仕組みづくりと

いうふうなことも大切になるのかなというふうに思っています。 

 そういうこともありますけれども、今後の仕組みづくりということで項目の３点目

に移りたいと思いますけれども、本町は各校区に地域づくり協議会が設置できるよう

に推進をされています。一昨日の吉岡議員の答弁では、須古がありまして、六角が今

開始をした。それから次が、またどこか考えてあるところがあるのではないかという

ふうに思っておりますけれども、そういったことで総合戦略課は非常に忙しいといい

ますか、目まぐるしいといいますか、そういうところがちょっとあるのかなと感じて

いるところです。そんな中にも、今後連携事業として六角でもしていかないといけま

せんので、そういう点でそれらのことについて体制づくり、高校と地域づくり協議会

とか、あるいは各団体とどのようにして体制づくりを支援していくかということにつ

いて、３点目ですけども、お願いします。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 現在白石高校が所在する六角地区、これは町民協働によるまちづくりモデル事業の

令和２年度指定区でございます。まずは、そこに生徒の皆さんも参加いただければ、

様々な形で連携あるいは活動のお手伝いができるのではないかと考えております。ま

た、その他の地域団体等が高校との活動を要望された場合につきましては、高校自体

もボランティアを含んだ様々な活動に取り組みたいという意向をお持ちでございます

ので、情報提携など連携のためにも町も協力してやってまいりたいと思っております。

また、これにつきましては、住民の皆様にもこれらのことを丁寧に御説明しまして、

今後も継続して地域との連携ができるような形に取り組んでまいりたいと思っており

ます。 

 

○内野さよ子議員 

 ここにも書いていますけども、高校側と地域づくり協議会であるとか、あるいはほ

かにもいろんな団体があります。12月の一般質問のときにはこういった団体がどのく

らいあるのかという質問をしたことがあります。そのときに多分32団体、いろんな団
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体がありますとのお答えでした。その団体もありますし、こういった地域づくり協議

会がこれから始まると。そういう意味で六角も始まるので、六角とは地元であります

ので、連携を深めてこれから行かれるといいなというふうに考えています。もう今始

まったばかり、５月に始まりましたので、これからそういう取り組みを考えていただ

くような仕組みづくりが大切かなというふうに思っています。 

 実は、地域づくり協議会ができますと、先ほど言ったように団体が幾つもあります

が、校区の中でも団体を網羅したような地域づくり協議会になっていますので、そう

いう窓口ができたというふうに、私は自分たちの校区を考えるとそのように思います。 

 ５月の末だったと思いますけれども、実は白石高校のほうから須古城へ登りたいと

いうお話がありました。須古城に登られて、何かできるのではないかという取り組み

だったのだと思いますけども、実はそのとき私も行きまして、須古城には前田議員の

答弁にも生涯学習課長がしてありましたように、たくさんの竹が山積みをしてありま

す。その山積みを皆さんが見られて、これは何ですかというふうに言われました。実

は、これから史跡の調査に向けて本来は片づけないといけないけれども、そこまで手

が回らないというような感じのお話をしたりしたんですけれども。そのときに、実は

その調査をするために竹を片づけないといけない。だけど、ボランティアでする人も、

実は須古歴史観光振興会でも今年２回竹の片づけをやっています、でも限りがありま

すのでということでした、そのときは。 

 ところが、二、三日前でしたか、実は白石高校の子どもたちがそういう国史跡指定

に向けていかれるこの竹の作業があるならば、今後の調査のために竹を片づけなけれ

ばならないという趣旨と、それから自分たちもボランティアをしなければならないと

いうことで、ボランティアの証書はいただけますかというようなことをおっしゃいま

した。要するに、こちら側と学校側がお互いによかったのではないかなと思います。

まだ生涯学習課長には連絡をしていませんけども、そういうお話が今できつつあると

いうことです。 

 なので、地域づくりができたことによって、あちこちの団体にも通しますが、地域

づくりの窓口としてできたことは、私はよかったなというふうに今感じているところ

です。そういうことも含めまして、今後も六角、そういうふうな取り組みをされなが

ら今後進めていかれればいいのではないかなというふうに感じているところです。 

 そこで、３年目になりますけれども、本来はここらあたりで少し盛り上がりがあっ

てもいいのではないかなと個人的には。実は、私は去年地域づくり協議会のワークシ

ョップ準備委員会のときに高校生の皆さんが７人ぐらい来られましたけれども、その

ときにいろんな意見を出してくださいました。そのときに、地域づくりじゃなくて、

プロジェクトがあるということを初めて知りました。今までも何となく出前講座はし

てあるねぐらいしか思ってませんでしたけれども、その程度の認識でした、私自身が

ですね。先ほど課長も言われたように、この事業に対してのＰＲであるとかをもう少

しされて、これは重要なプロジェクトなんですよということをここ３年目で盛り上が

りを見せるためには、例えば町として、本当はこの事業は県の事業、学校の事業です

けども、全国的には町がやってあるところもかなりあります。そういう面で、３年目

にはお互い話合いをしながら町長との意見交換とかそういうのもされても、３年目の
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反省になったり、３年目に町長と会えたというような子どもたちの意識づくりにもな

るのではないかなというふうに。私がちょっとここで考えているところですけども、

町長はなかなかお忙しいですが、課長としてはいかがでしょう。そんな３年目のプロ

ジェクトも大事じゃないかなと思いますが。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 ３年目の事業でありということを町としてはどのように考えるかという御質問でご

ざいますけれども、ここに関しましては、これまでお答えしてきたとおり、高校の魅

力を高めながら地域の将来を担う人材の育成を図るということができますし、将来的

な求められる地域の創造にも寄与する非常に重要な事業だと認識はしております。今

後も当然地域団体等との連携も、先ほど申しましたようにきちんと取り組んでまいり

たいと思います。そして、今議員おっしゃったことを、提案も含めて町も検討はさせ

ていただきますけれども、六角の地域づくり協議会や高校側のほうにもおつなぎさせ

ていただきたいと思います。 

 

○内野さよ子議員 

 こういった事業をやるときに、ある市長さんのことを思い出しました。その市長さ

んは、実は銀行を早くに退職をされているんですが、その市長さんがあるインタビュ

ーの中の記事が載っていましたけど、役所に来られて今の感想はどうですかというイ

ンタビューがあっていました、ちょうど２年ぐらい前だったと思いますが。その市長

さんが言われたのは、実は役所はプラン・ドゥー・Ｃ・Ａというのがあるけれども、

プランとドゥーは強いけれども、ＣとＡが弱いもんねと書いてありました。ＣとＡ、

町長、首をかしげておられますが、チェックとアクションですけども、そういうふう

なことを書いてあって、私は町長が首をかしげられることはないと思いますが、総合

戦略課のことをそこでちょっと思ったんですね。 

 実は、総合戦略課は須古の地域づくりが済みました。今六角地域が始まっています。

そしてまた、次のところを募集されています。となりますと、こっちは済んだけど、

吉岡議員も言われたように、担当の職員が欲しいというくらい須古の地域づくりもま

だ完全ではないので、誰か応援団が欲しいくらいです。でも、総合戦略課を見ますと、

もう次に入っている、その次もまた計画をしないといけない、このプロジェクトもま

だまだあるというようなことで、私は公民館にある程度のプラン・ドゥー・Ｃぐらい

までいったらシフトをしていく必要があるのではないかなと思います。幸いなことに、

公民館の館長はいつも地域づくりのときには検討委員会とかこういうときには見えて

いただいていますので、つなぎはできているのかなというふうに思っていますので、

今後のことですけれども、人が欲しいけども、シフトもしていったほうが総合戦略課

としては、私たちも支援をしてもらいたい立場からも非常に厳しくされているのかな

という感じを受けています。その点についてはいかがでしょうか。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 現段階では、これは町民協働のまちづくり、地域づくり協議会の設立支援、それと
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協働に関わることでございますので、総合戦略課のほうで担当していく予定でござい

ます。 

 公民館の関わり方につきましては、今後の検討課題ですけれども、実際に行われる

協議会の活動状況とか事業のボリュームを見ながらということになるかと思われます

けれども、現在地域づくり協議会の活動自体は実行の段階の入り口に入ったというこ

とで我々は認識しております。今後、年度末にかけまして、これから検証、改善を行

う段階になると認識しております。これから実行された活動を基に検証を行いまして、

今年度に白石町協働による地域づくり検討会から町民協働によるまちづくりへの提言

をいただくようにしておりますので、その中に具体的な地域と行政の関わり方という

ことも含めた内容も織り込まれてくるものと、そういう予定でございます。その中で

示していくという形になるかと思われます。 

 それで、公民館のシフトについては、今後のまちづくりの推進に町が専念できるよ

う、また地域とのつながりもより深くなるようにということで、議員御配慮いただい

ての御提案でございますので、御提案に感謝いたします。 

 

○内野さよ子議員 

 同じ人数の中にいらっしゃって、前のことをしながら今のことをしながら次に向け

て走っているという光景があります。もちろんその課の中のことですので、私がそう

いうふうに感じているだけかも分かりませんが、生涯学習課長は公民館になったりし

た場合は将来的にいかがでしょうか、どう思われますか。 

 

○谷﨑孝則生涯学習課長 

 議員申されるとおり、地域づくり協議会と公民館、行政の連携、関わりというのは、

大変重要なことであると認識をいたしております。そういう中で、本町では町民が安

心して生活できるように町の人口規模に応じて行政を持続可能で適正な規模にしなが

ら、なおかつ新しい行政課題に対応していくために、第１次白石町行政経営プラン、

行財政改革でございますけれども、この取り組みを進めているところでございます。 

 先日の吉岡正博議員の一般質問に対する総務課長の答弁でもございましたように、

本町の正規職員の数につきましては、令和４年４月１日現在の目標数を255人と定め

て取り組んでいるところでございます。それと同じく、同時並行で組織機構改革の検

討も現在行っておりまして、現在の各３地域の公民館の在り方について検討を行って

いくということで進めております。そして、公民館事務事業の一元化についても検討

を進めてまいります。 

 今後は、これらの公民館の今後の在り方を検討していく中で、地域づくり協議会の

皆様方と共に、本町の地域コミュニティの将来像、そして在り方の検討などにつきま

して、課題などを共有をさせていただきながら皆様と共に取り組んでまいりたいと。

こちらも関係課と連携しながら取り組んでいきたいというふうに思っております。よ

ろしくお願いします。 
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○内野さよ子議員 

 去年でしたか、公民館の在り方というのも質問をいたしました。そういう中で、ス

ポーツ大会にどの地域からも出れるような公民館の在り方ということを質問しました

けれども、機構改革にしてもどちらにしても人数、職員等を合わせながらされるので、

将来的にはそういう方向に向かっていかれたほうがいいのかなという提案のような形

で申し上げました。 

 では、次の質問２に移りたいと思います。 

 男女共同参画の推進のためにということで質問ですけども、おととい15日でしたか、

国会が閉会をいたしました。今回は61の法律が制定をされたり改正をされたりしたと

いうことでありましたけれども、その中で男女共同参画に関する法律が改正をされた

りしています。男女共同参画推進法の改正があっています。というのが、衆議院、参

議院にしても、国会議員の中での女性の数が少ない、地方議員の女性議員の数も少な

いというようなことが常々最近言われていたところでありましたので、それの義務的

なところが出たり、いろんなところの法律の改正があっています。 

 それから、ハラスメントとか強固になっているんじゃないと思います。それから、

生理の貧困というのがありましたし、それはコロナ禍における大学生が生理用品を買

えないとかそういうもので、それも具体的に内閣府のほうで今回半年もしないうちに

交付金が配布されたのではないかと思っています。佐賀県議会、佐賀市議会では、今

回質問がされていました。県議会はまだあっておりませんけど、載っていました。 

 それから、あと一つは、男性の育児休業というのが、1,000人以上の従業員のいる

職場については育児休業の義務化になっていました。町内、県内にも1,000人以上が

どのくらいあるか分かりませんが、町内には1,000人以上はないとは思いますけれど

も、それぐらいそれに準じてそれらに向かっていくことが大切だと思います。以前男

性の育児休業の質問をしたことがありますけれども、大体75％ぐらい、４人に３人と

か期間は短くてもそんな感じの育児休業を取ってありますので、それに向かっていか

れるようにお願いしたいなと思います。 

 これは前段ですけれども、そこで、今年の４月に白石町の第３次男女共同参画推進

プラン及びＤＶ被害者支援基本計画が策定をされて、基本的な見直しがなされたと思

っています。 

 まず、１点目に実効性のある推進プランの策定がなされたものと期待をしています

が、このプランにおける基本的な考え方と主な変更点について伺いたいと思います。

また、審議会などにおける選任の在り方等についてもお願いいたします。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 第３次白石町男女共同参画推進プラン・ＤＶ被害者支援基本計画につきましては、

ＳＤＧｓの目標を取り入れ、ジェンダー平等を実現し、誰もが活躍しやすいまちづく

り、これを基本理念とし、男女差別の撤廃と、男性だから、女性だからといった固定

概念や無意識の思い込みをなくすとともに、誰もが個性や能力を発揮できる社会を目

指すことを基本的な考え方として策定したところでございます。 

 また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律、女性活躍推進法でござい
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ますけれども、これに基づく町の計画も兼ね備えておりまして、各審議会における女

性の割合、ちょっと高い目標ですけれども、これを40％としておるところでございま

す。 

 次に、その審議会などにおける選任の考え方でございますけれども、担当する各課

において設置根拠となる条例等に基づき選任をさせていただいております。具体的に

は、条例等に規定している職種などにより選考しておりますけれども、その段階にお

いて総合戦略課のほうから状況に応じて女性の参加もお願いしており、今後も推進し

てまいります。また、担当課においては、公募枠などを設けるなど、可能な限り多様

な人が参加しやすいような取り組みをしているところでございます。 

 

○内野さよ子議員 

 今男女差別をなくす、それから審議会委員の目標を40％にするというようなことで、

今現在33.4％だったと思いますが、今４月現在は分かりませんが、12月頃にはそのく

らいでした。それからしますと、先ほども言われましたが大変厳しいと思いますけれ

ども、今日実は３点目に質問をいたします審議会・委員会等の一覧表を資料請求して

いました。この資料については、今回改めて作っていただいていますので、大変忙し

かったと思います。 

 一番上の白石町防災会議、これはパーセントが書いてありませんけども、9.1％で

す。あとは随分よくなってきまして、平均が33.4％です。これらのことを解決するた

めには、どこかで何かをチェックしながら視点を見ながら進まないといけないと思い

ます。私が今言いました一番上の防災会議等については、３点目で質問もしますけれ

ども、なかなか厳しいのかなというふうにも思っています。しかし、40％を目標にし

ていくためには、いろんなところでチェックをしながら進んでいただきたいというふ

うに思っています。 

 ということで、２点目に入りますけれども、地域づくりの設立、準備がなされてい

る校区が今また次にあります。その協議会の準備委員会や役員の女性の選任について

は難しい課題も多くあります。推進する町としても、女性を選任しやすい環境づくり

を早急に考える必要があるのではないかということで質問をしています。お願いしま

す。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 町民協働によるまちづくりモデル事業の令和２年度指定区でございます六角校区に

つきましては、５月19日に地域づくり協議会設立準備委員会を設立されまして、現在

18名の方が委員として参加されております。そのうち女性の参加は４名ということで、

22.2％ですが、今後数名の方が新たに参加される予定と聞いております。 

 準備委員会委員の選考につきましては、これまでの町内外の例を参考に、また地域

の実情も加えて、各地域で選考していただいております。 

 町といたしましては、その地域の意向を尊重しながらより多くの意見が多方面から

集まり、活発な話合いの場となるように、これは役職だけではなく、若い人や女性の

参加について御検討いただくように積極的にお願いしているところでございます。 
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○内野さよ子議員 

 六角校区の22.2％、これは意識的にしていただいているのではないかなというふう

に思います。実は、私は町の地域づくりの検討委員会にもなっています。それで、若

楠公民館に視察に行かせてもらいました。そのとき実は、それは準備委員会ではなく

て役員さんでしたけれども、十二、三人並んでいる方の中で１人が女性でした。１人

だけですね。その次に、２つ目にも今回地域づくりの準備委員会の中で行かせてもら

いました。そのときも役員さんはあんまり変わらないぐらいで、10人くらいのうちに

１人か２人じゃなかったかと思います。それぐらい意識的に入れていただかないと、

なかなかこれは進まない事業だと思っています。そういうこともありますので、ぜひ

次につなげるという意味で、ここは役場ですので役場が次の校区に移ったときにこう

いうこと、若い人また女性も入れながらやってくださいねということを常に、それは

総合戦略の中にも書いてありますけども、それを声高に言ってほしいと思っています。 

 例えば、町がする審議会については町全体から選びますから、40％は何年かかるか

分かりませんが、目指せると思います。しかし、地域の校区のような場所で人材を選

んで選任するのは、それは難しいです。それでも、皆さん声かけをしながらやってい

ただいていますけども、とても難しいです。実は、須古は一番最初でしたから、地域

づくりとは何ぞやから始まりますので、なかなか難しかったところがあります。でも、

これからは前の事例があるので、こんなふうにして選任されましたよということをし

っかり組み入れながら、ぜひ先に進んでいただきたいと思っています。お願いします。 

 そういうことで、それでも実は、これは校区の中で年に１回総会をしますけど、地

域住民全員が総会に参加するのじゃなくて、代議員というのを決めました。代議員で

88人ですけれども、その88人を決めるときに女性を入れるのがとても難しくて、役職

とか、あるいはいろんな団体に入ってある女性の方をただそれだけ考えると22％ぐら

いでした。その中で皆さん御意見をいただいて、みんなで考えながら、各区長さんか

ら１人ずつ女性を推薦してもらいましょうよという話になりました。そうしますと、

34％になりました。ちょっとした気持ちがあれば、そういうふうに上がっていきます。 

 そういうことで、それが継続的にずっとなればいいですけども、本来は各地域の中

に区長さん、公民館長さん、消防団の方、あるいは民生委員さんとかいろんな役職の

方がありますが、実は女性の役職がありません。これはいつも言っていますけども、

女性の位置づけがあると簡単に、わざわざ区長さんから推薦をお願いしますよと言わ

なくてもそういう女性を選ぶことができるので、そういう位置づけを是非していただ

きたいというのを常日頃言っているところです。この辺については総括的に、課長、

どうでしょうか。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 なかなか、特に地域づくり協議会の最初からの構成を振り返って見てみると、女性

の参加を募ってしっかりした形にしていくという難しさを非常に感じていたところで

はございましたし、先ほど22％だったものが34％までなってきたということで、これ

から六角地区も、現在22％なわけですよね。非常にこれは弾みになってくる。また、
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我々からの声かけであるとか地域の皆様からの声かけがあるのがいかに重要なことか

というのを、また改めて認識させていただいたところでございます。 

 町内の女性を中心とする団体が取り組まれてございますネットワーク（女性団体連

絡会）づくりは、これも担当課としては極めて重要なことかなと思っております。そ

この女性団体連絡会などが組織されまして加入団体が増えていきましたら、町民協働

によるまちづくり事業への準備委員会へ多数選出できるとか、そういった可能性もあ

るんじゃないかと思っているところでございます。 

 

○内野さよ子議員 

 ずっと総合戦略課にしてもそういう経過を、最初は無理だったけども、だんだんだ

んだんよくなっていく状況をぜひとも今後に生かしてほしいというふうに思っていま

す。よろしくお願いします。 

 それでは、先ほど言っておりました３点目の(3)の白石町防災会議における女性の

委員の比率ですが、まだ9.2％です。このことについては、専門分野の充て職などを

必要とするために難しい面もあるかと思っています。非常に難しいところだと思いま

す。しかし、災害避難所の運営など、女性の視点を取り入れるためにも新しい組織体

制づくり、つまり人数を増やしたりするのか、あるいはそれが無理ならば何か別の団

体をつくるとか、女性にも広げていただいてほしいなということをこの質問ではして

います。この質問でいかがでしょうか。 

 

○千布一夫総務課長 

 白石町防災会議につきましては、災害対策基本法に基づきまして、条例により設置

をいたしております。防災会議の委員構成でございますが、資料請求があっておりま

したので、提出しております資料で御説明をいたします。 

 １番目に記載をしておりますが、条例で委員22人以内としております。現在委員

22人で、うち２名の方が女性委員で、率にしまして、先ほど議員がおっしゃいました

とおり9.2％の比率となっております。 

 委員の構成でございますが、指定地方行政機関の職員として、国の機関から河川事

務所の職員を、それから佐賀県職員からは杵藤土木事務所と杵藤農林事務所の職員、

そのほか佐賀県警察や町の職員、また各種団体、機関の職員等で組織をしております。 

 防災会議につきましては、毎年度出水期前に会議を開催して防災計画や水防計画等

の審議、また町内の防災上警戒を要する箇所等の視察などを行っていただいておりま

す。 

 平成23年の東日本大震災では、女性からの視点が不十分だったことも指摘されまし

て、以降、全国的に地域防災計画の修正や改定の際には女性の視点を取り入れた内容

を重点的に審議されてきております。それから、防災会議委員に女性がおられる市町

とゼロの市町では、避難所等における防災備蓄品等に違いがあるなどの分析もなされ

ております。 

 本町の防災計画につきましても、指定避難所における男女双方の視点からの配慮の

事項のほかに、女性参画を推進し、男性に偏った運営体制とならないように配慮する
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事項や女性相談員の設置などについて随時改正を行ってきたところでございます。実

際に平成30年の西日本豪雨時には、町内のある避難所において、夜間、トイレでの介

助を必要とする高齢女性の対応の際に対応職員が男性職員のみであったことなど、職

員からも検証事項として報告を受けた経緯がございます。その後、避難所の対応につ

いては、女性職員をできる限り配置するなどの対応を行ったところでございます。 

 議員御質問の女性の視点を取り入れるための新しい組織体制づくりということでご

ざいますが、現在避難所運営を含む災害対応につきまして、民間企業やボランティア

団体など様々な団体と災害協定を締結しております。その締結団体と有事に備えての

体制確認や意見交換の会議を行っておりまして、その会議におきまして、地域の女性

団体にも参加をしていただきまして御意見を伺うなどを行っているところでございま

す。 

 これまでを上回るような大規模災害が発生し、避難が長期化した場合には、自治体

だけでの対応にはどうしても限界がございます。長期的な避難所での炊き出しや高齢

女性への対応など、特に地域の女性団体からの協力が必要な場面も大いに想定される

と思います。現在、有事の際の外部団体との協力体制の構築についても行っていると

ころでございまして、今後は地域の女性団体等へも御意見をお聞きしながら積極的に

協力、連携を働きかけていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○内野さよ子議員 

 審議会の委員に女性をたくさん入れたほうがどうなるというものでもありません。

要は、その人たちが地域に帰ったときに何をするかとか、どうしていくかということ

が課題ですので、この率を上げるということも非常に問題視はしているんですけども、

今の答弁から見ると、随分広がりを見せた活動をされているんじゃないかなと思いま

す。婦人会と防火クラブの方が２人入っておられますけど、この団体お二人と、それ

から未来ネットの会であったり、いろんな会では毎年防災講演会をされています。そ

のように、白石町防災会議に参加していて、後で地域に帰って講演会をしたりすると

いうそういう流れがとても大事だと思うので、その点についてはとてもよくしてある

ので、今後このことについてはまた改めて質問をしたいと思います。 

 では、４点目に移ります。 

 町民スポーツ大会の各実行委員会については、人口減少に合わせた実行委員会の在

り方や競技内容の見直しが必要ではないのかということで、（実行委員会の男女の比

率、あるいは地域の保護者世代への重い負担など）ということを考えています。この

点についての答弁をお願いします。 

 

○谷﨑孝則生涯学習課長 

 町民スポーツ大会につきましては、本年度も含め４年連続の開催中止となっており

まして、直近の実行委員会につきましては、令和元年度に開催いたしております。各

地域の実行委員会の人員構成が異なっておりまして、女性比率の一番高いところで須

古小学校区の12.5％、一番低いところでは有明地域の4.4％となっておりまして、町
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内６つの実行委員会の平均につきましては7.8％となっております。 

 協議内容の検討につきましては、まず事務局となる各公民館職員と各地域のスポー

ツ推進員により、前年度の実行委員会での反省を踏まえ、まず案を作成いたしまして、

その後実行委員会で協議検討し、決定をしております。どの地区の実行委員会におき

ましても委員構成が公民館長及び体育部長が中心となっておりまして、どうしても女

性の比率が少なく、協議内容の検討段階で女性の意見の集約、収集が少ない状況であ

ると思っております。今後につきましては、女性選出枠の拡大、あるいは新たに女性

枠を設けるということを検討していきたいと思っております。 

 次に、協議内容の見直しにつきましては、毎年少なからずの変更は行っております

が、少子・高齢化やコロナ禍などを今後踏まえながら、例えば半日の開催や規模の見

直し、そして公民館対抗などの種目の見直しなども行いながら、誰もが参加しやすい

大会を目指していきたいというふうに思っております。 

 最後に、地域の保護者世代、30から40歳の世代の負担についてでございますが、白

石地域や有明地域の中に10世帯から20世帯程度の小さい地区もございます。どの役職

におきましても、何回も同じ役職をしていただいたり、長期にわたり同じ方が同じ役

職をされているなど、１人の方に負担が集中する傾向が見受けられます。自治公民館

の枠組みの見直しにつきましては、これまでの歴史などによりまして一足飛びには簡

単にはいくことではないと私たちも認識をいたしておりますけども、今後は生涯学習

課を中心に地域の皆様と本当に連携、協議をしながら自治公民館の枠組みの見直しに

つきましても進めていければということで検討していきたいというふうに考えており

ます。 

 以上でございます。 

 

○内野さよ子議員 

 先ほども申し上げましたが、公民館の大きさの違いであったり人口の違いであった

り、様々です。そういう点から考えると、大きいところはいいですが、小さいところ

は何回も何回もされていたりします。そして、よく町民運動会のときに問題に、今は

もうスポーツ大会になっていますが、スポーツ大会のときにはいつも女性の30代ぐら

いの方の人数がいないのに毎回重ねて出ないといけないとか、先ほども言われてまし

たけど、そういうことがあっています。そういう点からすると、公民館の組織のよう

なところも今後考えていく必要があるのではないかというふうに思っています。 

 先ほども言われたように、令和元年度からあっていません。そして、今年もまたあ

りませんね。スポーツ行事もなかなかできない状況になっていますので、今このとき

に改善をしたりとか、あるいは考えたりする期間と思って、こういうふうなところか

ら手をつけて少しずつやっていただきたいなということがあります。 

 そういう意味で、前回公民館のことを言いましたときに、教育長も公民館の体制と

かも今後考えていかないといけない時期にきてますかねというのを一言おっしゃって

くださったんですけども、そういうことも見受けられますので、すぐとはいかないで

しょうけれども、それから先ほど言いました女性の位置づけ、公民館の中に女性の位

置づけを配置をしていくとか。 
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 これは、今は嫌だと思っている人があるかもしれませんけど、世の中ずっと進んで

どんどんどんどん女性に対する法律も進んでいきます。白石町だけが、そうはいって

もと言っていては遅れてしまうと思うんです。社会の中では男の人も女の人も夕方同

じくらいに帰って、女性の皆さんがそれから晩御飯の用意をしたりしながら、不満も

多いかと思います。今が一番そういう過渡期になっていますので、男性の皆さんから

すると非常に息苦しいところもあるかも分かりませんけれども、そういう時代の変遷

の時代ですので、働き方の改革とかもあっていますので、人がみんな生きやすい、み

んながその人らしく生きられるような世の中に持っていけるように白石町も国の法律

に従って少しずつ前に進んでほしいなというふうに思っています。 

 以上です。 

 ちょっと提言のような形になりましたけれども、止めました。これで質問を終わり

ます。ありがとうございました。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで内野議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩します。 

14時10分 休憩 

14時30分 再開 

○片渕栄二郎議長 

 会議を再開します。 

 次の通告者の発言を許します。友田香将雄議員。 

 

○友田香将雄議員 

 議員番号３番、友田香将雄でございます。 

 本日最終の一般質問となりました。私は一般質問の際には、自分なりに何か一つテ

ーマを決めながらいつも試行錯誤させていただいてます。今回に関しては、白石町議

会もタブレットを導入したということがありますので、ペーパーレスでやりたいと思

っております。ただ、いかんせん不慣れなものですので少し戸惑うことがあるかとは

思いますが、どうぞお付き合いくださいますよう、よろしくお願いします。 

 では早速、通告に従い質問をいたします。 

 まず１つ目、人口減少に伴う本町の方向性について問います。 

 第２次白石町総合計画の計画期間の終了を見据え、新たな第３次総合計画の策定の

ために４月より取りかかられております。第２次白石町総合計画では、2020年のとき

の人口を約２万2,800人程度と推計していましたが、実際昨年度は約２万2,400人程度

と、人口減少は従来の予測より加速していると出ております。本町で生まれた子ども

の数と亡くなられた町民の方の数の差による自然減もありますが、私が注目している

のは、町外からの転入、そして町外への転出の差による社会減、年間約150名から

200名、年々減っております。白石町人口ビジョンの中に、本町の転出入者がどちら

に行かれているのかの状況の資料がありましたが、こちらのほうを見ますと、鹿島、

武雄、江北、小城市、そして佐賀市がほとんどを占めております。 



- 43 - 

 まず、最初の質問です。 

 都市部ではなく、周辺自治体への転出が増加している状況、この分析をどのように

捉えているのか、お願いします。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 白石町人口ビジョンの中では、人口移動の状況を分析しております。具体的には、

平成28年からの３年間の実績と平均を分析しており、県内他市町への移動状況は、転

出者が平均で389人、転入者が平均で311人となり、白石町においては年間78人の減少

となっているところでございます。 

 次に、今度は平成31年から直近３箇年の状況を御説明させていただきます。 

 白石町から県内他市町への転出入者の状況は、平成30年中では、転出が365人、転

入が324人、平成31年中では、転出が402人、転入が238人、昨年令和２年中におきま

しては、転出、転入が同数の329名となっております。３箇年の平均では、転出が

365人、転入が292人となり、年間68人の減少となっております。 

 また、転出先についての御質問がございましたけれども、佐賀市への転出が一番多

く、次いで小城市、武雄市、江北町となっており、年齢区分につきましては、生産年

齢でございます15歳から64歳の転出入者が一番多いという状況になっております。 

 議員お尋ねの転出が増加している原因などにつきましては、令和元年９月から転出

された方への任意アンケートを実施しながら分析を行っておりまして、その結果では、

転出の主な理由といたしまして、御結婚、勤務地関係での転出が最も多く、そのほか、

多くの方が町内での転居なども検討いただいたようですが、生活をする上でやむを得

ず転出を判断されたケースが多かったようでございます。転入者に関してでございま

すけども、これはライフスタイルの変化のほかに、民間の集合住宅、これの建設によ

る影響が非常に大きいものと考えております。 

 以上でございます。 

 

○友田香将雄議員 

 先ほどの答弁でありました結婚、または生活状況、また条件等の問題で移動がされ

ていることが一番一般的であるということであったんですけども、それではその分析

を踏まえた上で、本町はどのような対策を今後取っていくのでしょうか、お願いしま

す。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 本町といたしましては、第２期白石町まち・ひと・しごと創生総合戦略を総合計画

の人口問題等に関する個別計画と位置づけておりまして、これまで行ってきた新規就

農者の育成、関係人口創出のための地元愛の醸成、空き家・空き地バンクを中心とし

た定住促進、移住支援、様々な子育て支援策の実施等が有効であるとの検証結果をい

ただきましたので、今後も継続していきますし、また新たな取り組みといたしまして、

企業誘致のための、これは候補地でございますけども、候補地の確保、新規農産物で

あります璃の香の作付拡大、道の駅運営支援、町内ＪＲ駅の周辺整備、新婚生活者へ
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の支援、学校再編による教育環境の整備等に取り組むこととしております。 

 

○友田香将雄議員 

 先ほど各種様々な取り組みを今言っていただきました。 

 先ほど答弁にありましたように、結婚ないし様々な状況で本町の居住も検討いただ

いたんですが、町外に出ることになったというお話もありました。そこが私としては

すごく気になるところです。なぜかと申しますと、例えば近隣の隣町、江北町のとこ

ろで、例えば仕事上の交通の便とかで移動される方もいらっしゃいます。ただ、言っ

てしまえば、白石町と江北町、10分圏内であります。そちらのほうでそんなに有利な

のかどうかということを考えてきますと、私としてはそれだけじゃない、逆に白石町

のほうでカバーできてないことが多々あるのじゃないかなというふうに、そのあたり

を分析する必要があるんじゃないかなというふうに思っております。 

 そこで、一つこっちのほうでまた質問なんですけども、人口減少が加速している中

で、白石町の未来をうまくイメージすることができず、そのことに不安を感じ町外へ

という声を働く世代の方、また私の近辺でも伺います。本町の基本理念として、「人

と大地がうるおい輝く豊穣のまち」とあります。こちらは、総合戦略のほうにもまず

一番最初のほうに出てきます。とてもすばらしい基本理念というふうに私のほうは思

っております。ただ、この基本理念だけでは本町が目指す方向がどのようなものか、

本町の未来がどのようなものかが、ふわっとしていて漠然としてなかなかイメージが

つきにくいのではないかなというふうに思っております。 

 本町が10年後、20年後、30年後、どのような町となるよう目指していくのか。

2040年では、人口統計予測としては１万7,000人程度の人口になると予測が出ており

ます。では、その１万7,000人程度の人口のときに、この町はどのような形になって

いるのか。そういったイメージが湧くような具体的な構想を、今第３期の総合計画の

ほうを考えられておりますが、その構想も含めて打ち出していくことが必要と考えて

おりますが、いかがでしょうか。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 将来的なビジョンの御質問でございます。 

 町としてのビジョンを描いているかという御質問でございますけれども、第２期白

石町まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標に若者が安心して働ける場をつくる、

白石町への新しい人の流れをつくる、若い世代の結婚、出産、子育ての希望をかなえ

る、町に活力をもたらし、地域をみんなで盛り上げる。この４つを基本目標としてお

りまして、これでも恐らく友田議員の御質問によると、これも具体的なビジョンでは

ないように思われるかもしれませんけれども、これが町のビジョンを示すものとなっ

ており、これを実現するための各種事業を実施する形となっているところでございま

す。 

 友田議員のほうからも数値的なお話もございましたけれども、数値的なビジョンも

この中で示させていただいておりまして、令和22年度、2040年度の目標人口を１万

6,061人としまして、合計特殊出生率を1.8、令和42年度、2060年度でございますけれ
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ども、目標人口を１万1,137人として、合計特殊出生率を2.0と設定しまして、これを

目指していっているというところでございます。 

 既に基本目標や数値的なビジョンを立て、人口減少対策として他町との差別化を図

るような具体的な施策を行ってきているものと思われますけれども、友田議員が言わ

れますように、ぜひ白石町に住みたいと思っていただけるようになるということが、

言われるように人口対策としては何より大事なことでございます。今後も様々な施策

を模索してまいりますけれども、町内外に向けてしっかりと、これは情報発信も行っ

てまいりたいと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○友田香将雄議員 

 この問題って、かなり難しいことであるというふうに私のほうも承知をしておりま

す。例えば、町のほうで子育て支援、また我々の町で言えば農業をはじめとした産業

支援、様々なことをやっていくに当たって打ち出していくわけではございますけども、

例えば我が町ならでは、ほかの市町ができないような方針、差別化というものをどう

打ち出していくのかというのをもう少し明確に町民の方々にも、町外も含めて発信し

ていくというのが私としてはまちづくりにすごく大事なところじゃないかなというふ

うに思っております。 

 例えば、平成27年の国勢調査の中では本町の総人口に対する１次産業就業人口の割

合が28.3％と、太良町に次ぐ農業の町です。午前中、重富議員の質問に対する答弁の

中にもスマート農業という単語が出てきましたが、例えば５Ｇを活用したスマート農

業、植物工場、バイオマスなどに特化していく。佐賀県一スマート農業の進んだ取り

組みをしていくと、技術革新に積極的に取り組んでいくという打ち出し方もあるかと

思っております。 

 実際、昨年の６月13日、これは佐賀新聞の記事ではあるんですけども、無人走行で

ロボットトラクターを導入と、白石町でスマート農業の実験が行われたと載っており

ます。これはすばらしい取り組みだと思っております。一つの農業の今後の方向性か

らすると、午前中の質問にもありましたように、どうしても人口減少に伴うマンパワ

ー不足というのが必ず出てきます。例えば、この方向性も恐らく10年後とかという話

になってくるとは思うんですけども、その10年後、20年後先を見据えてこの町がどう

いった農業に特化していくのかというビジョンを今現在から進めていく、打ち出して

いくというのを、恐らく多くの方々がどういった町に進めていくのかということで期

待されているということで思っております。 

 なので、確かにここが、じゃあ言ったから確実にできるかと言われたら、そうでも

ないところも多々あるかとは思うんですけども、人口減少で各自治体が争っている、

要は自分の町が生き残りをかけていってる状況で、自分の町がどういう方向に特化し

ていくのかというのをしっかりとビジョンとして持っとくことがとても大事じゃない

かなというふうに思っております。本町が今後どのような町を目指していくのか、未

来に希望が持てるような構想を、ぜひ具体的なところも含めて検討していただきたい

と思っております。よろしくお願いします。 
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 この関連にもなるんですが、次の質問に移ります。 

 人口減少対策として、交流人口、関係人口増加策は重要であります。そのためには、

公共インフラの整備は最重要とまで言えるぐらい私としては重要と考えております。

現在、国と県とで西九州新幹線の議論も行われておりますが、公共インフラの重要性

を考えるとしたら、本町としても積極的に我が町の立場の意見を言うべきだというふ

うに私としては考えておりますが、この件については今回触れません。 

 ただ、今日の佐賀新聞の記事にもありました。並行在来線が進んでいくに当たって、

１駅分の肥前浜まで電化区間の延伸があるという記事が載っております。こういった

形で、各町のまちづくりに関しては公共インフラがどういった形で整備されていくの

かというのはとても重要なことであるということで書かれておりますけども、それも

含めて質問をいたします。 

 ＪＲやバス等の公共インフラについての重要性を本町はどのように捉えているのか。

また、ＪＲを利用して町外から来てくれている２つの高校の生徒たち、大切な関係人

口であるというふうに私としては考えておりますが、その２つの高校と本町とがより

密に交流していくことの必要性、そしてその高校生たちが過ごすことになる、特に肥

前白石駅周辺の整備にどのような形で取り組んでいかれるのか、お願いします。 

 

○山口裕一総合戦略課長 

 まず、道路や公共交通機関などの交通インフラについては、まちづくりにおいて、

これは非常に重要な要素でございまして、かつ、これは住みやすさなどといった町民

の皆さんの実感に直接表れてくるものと考えております。町といたしましては、第２

次総合計画に体系的な交通網の整備充実をうたい、計画的な道路の整備や公共交通機

関の維持に努めているところでございます。 

 なお、議員御質問の肥前白石駅あるいは高校周辺と捉えましたけれども、環境整備

につきましては、実際に町外から町内の２つの高校への通学者が全生徒のうち約８割

でございます。また、町外への通学者、これにつきましても町内の高校生ですけれど

も約７割となっておりまして、多くの生徒が肥前白石駅を利用されておりまして、こ

こも時間帯によりましては、駅周辺が利用者あるいは送迎車などで混雑している状況

も非常に見受けられるところでございます。このために、総合戦略においてＪＲ通学

者、通勤者の利便性の向上をうたい、これらの解消などを含めて駅周辺の整備を掲げ

ているところでございます。今後特に駅南側の資材置場の活用につきましては、関係

機関との活用に向けての協議を行ってまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○友田香将雄議員 

 周辺の整備、これが高校生たち３年間白石町に関わってくれるところの一番の土台

になってくるんですけども、その周辺で快適に過ごしてもらうということが、まず一

番最初の本町との印象に関わってくるところでありますので、ぜひ積極的な整備をお

願いしたいと思います。 

 また、高校との密な交流、または高校と本町がどのような形で交流していくのかと
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いうところに関しては、先ほどの内野議員のほうからもありましたけども、あしたま

たその件についても質問が予定されておりますので、私のほうからは割愛させていた

だきます。 

 ただ、いずれにしろ公共インフラという重要性を私としてはとても重要視しており

まして、もちろんＪＲのことに対しては私としてもすごく注視しているところではあ

りますが、先ほどありましたスマート農業、または５Ｇというところの観点から考え

ますと、私としては自動運転というところも今後の方向性としては本町としても視野

に入れるべきじゃないかなというふうに思っております。今全国的に各自治体のほう

で自動運転による実証実験、手を挙げられています。そこに対していろんな課題も上

げられておりますが、少なくとも高齢者への移動手段の確保、または我が町も同じで

すね、学校への通学に対する支援という観点ではすごく有意義であるというふうな評

価としてなっております。 

 ただ、いずれにせよ様々な課題もありますが、その課題をクリアしていくためにも

我々としては先を見据えた形ではスマート農業、要はＩＣＴ、ＩｏＴも含めてそうい

ったものを使ったイメージを10年後、20年後に向けて今から始めていくことがすごく

大事ではないかなというふうに思っておりますので、その視点をぜひ持っていただき

たいと思いますので、よろしくお願いします。 

 では、次の質問に移らせていただきます。 

 よりよい学校教育環境について質問させていただきます。 

 小・中学校の統合再編に向けて、子どもたちのよりよい教育環境づくりのためには、

これから現状の見直し等を行う必要があると考えております。その中でまずお聞きし

ます。白石町教育大綱が９本、昨年10本になったんですけども、その柱を重点目標と

し、６年間の実施期間で策定されております。平成27年に施行され、７年間の計画と

なっており、今年が今計画の最終年となっております。現在における総括をどのよう

に捉えているのか、学校教育、生涯学習の観点から答弁をお願いします。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 白石町教育大綱の基本方針の下、教育委員会では白石町教育の指針として、先ほど

お話にありましたとおり、10本の柱を設定しております。学校教育課関連においては、

確かな学力の育成と時代のニーズに応じた教育、豊かな心、健やかな体を育てる教育、

環境の整備、教職員の資質向上といった観点で柱を設定し、取り組みを進めてまいり

ました。学力向上に関しましては、各学校との連携や結果の分析を通して授業改善を

進めてきました。学力検査においては、県平均をおおむね上回るなど一定の成果が見

られております。健康教育や体育の分野においても、取り組みが充実されており、体

力面において現在のところ大きな課題があるとは認識しておりません。今後も引き続

き学校との連携を図りながら、学力、体力の向上といった取り組みを続けていく必要

があると考えております。 

 今年度ＧＩＧＡスクール構想の取り組みがスタートし、これまで取り組んできたＩ

ＣＴ機器を活用した取り組みが新たな局面を迎えます。通信環境や端末の整備、また

端末の活用といった面においては、今後の大きな課題と考えております。また、生徒
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指導面においても、スクールカウンセラー等との連携を図りながら各学校で熱心に細

やかな対応を進めていただいております。しかし、不登校傾向の児童・生徒が増えて

いるという現状があり、今後の課題としての認識をしております。教職員の大量退職、

大量採用の時代を迎え、教職員の年齢構成の変化が目の前に迫っております。教職員

の資質向上といった観点からの支援や研修の在り方、学校におけるＯＪＴ、いわゆる

職場内研修の在り方など、これまでの教職員研修の成果を生かしながら学校における

新たな取り組みを進めていく必要があるというふうに認識をしております。 

 以上となります。 

 

○谷﨑孝則生涯学習課長 

 生涯学習課におきましては、４本の柱を設定いたしまして取り組みを進めてまいり

ました。 

 まず、生涯学習まちづくりと地域コミュニケーションの推進に関しましては、ライ

フステージに応じた講座、教室等の学習機会を提供してまいりましたが、今後は春と

秋のみならず、町民のニーズに応じたより多種多彩の講座、教室の開催などを通じて、

生涯学習によるまちづくりを推進していきたいと考えております。 

 また、引き続き自治公民館や社会教育関係団体への活動補助金などの支援も引き続

き行いながら、地域コミュニケーションの推進に寄与してまいりたいというふうに考

えております。 

 次に、青少年の健全育成につきましては、年間を通じての各種体験を通しまして、

おおどぼうを育てる「おおどぼう倶楽部」を行政主体で開催してきました。白石町コ

ミュニティ・スクールの理念「ひっきゃで育てよう！白石のおおどぼう」の下、今後

は行政だけではなく、地域で育てる、家庭で育てる、学校で育てる方針に基づきまし

て、引き続きおおどぼうの育成に取り組んでいきたいと考えております。また、家庭

教育の必要性、重要性もいま一度広く啓発してまいります。 

 次に、生涯スポーツ、レクリエーションの推進につきましては、スポーツ大会等を

通じまして、地域間の垣根を越えた交流と親睦、融和が図られ、またニュースポーツ

教室や体験会を実施したことによりまして体力づくりのきっかけが提供できたと思っ

ております。今後につきましては、令和元年12月に行われましたスポーツ・健康増進

のまち宣言における目標の達成に向けて、町民の皆様が生涯にわたりそれぞれのライ

フステージ、ライフサイクルに適したスポーツ、そしてレクリエーションを楽しんで

いただきながら、豊かな生活を実感していけるような事業の推進に努めてまいりたい

と考えております。 

 最後に、郷土文化の保存伝承と芸術文化の振興についてでございますが、主な事業

といたしまして、伝承芸能である浮立の笛奏者の育成を目指しての横笛講習会の開催

や、文化活動団体への活動補助金の交付、そして短歌のまちづくり事業といたしまし

て三十一文字コンテストを行いながら、地域文化の発展、向上を目指してまいりまし

た。今後も須古城の国史跡指定を目指す取り組みなどを中心に、引き続き郷土白石へ

の誇りと愛着心の醸成のため、各事業の推進に努めていきたいと思っております。 

 以上でございます。 



- 49 - 

○友田香将雄議員 

 先ほど答弁にもありました白石町教育大綱を基に、白石町教育の方針が定められて

いきます。こちらのほうにもありますように、白石町の教育という教育要覧のほうも

出されております。先ほどありましたような課題も含めて今後の教育方針にしっかり

と反映していただきたいというふうに思っておりますが、この教育要覧を詳しく私と

して読み込んでいく中で、ちょっと一点だけ気になることがありました。 

 児童・生徒、子どもたちが安心して、または快適に過ごせるよりよい環境づくりに

ついての視点が、これからは今まで以上により一層必要とされていくのではないかな

というふうに感じております。そのことについて、部活動を例に挙げて進めさせてい

ただきます。例えば部活動における基本方針が定められておりますが、それに基づき

部活動が行われているか、検証は行われているのでしょうか。また、部活動年間活動

計画を毎年公表することとなっておりますが、そちらのほうは実際機能しているので

しょうか、お願いします。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 先ほど議員がおっしゃったとおり、白石町では平成30年11月に白石町立学校に係る

部活動の基本方針というものを制定し、各学校においてはこの方針にのっとった形で

毎年度学校の部活動に係る活動方針を制定し、実施することとなっております。現在

学校においては、各部活動の目標や方針、活動計画などについて顧問と校長等が連携

を図りながら部活動の実施を行うこととしております。休養日の設定についてもこの

方針の中に示しておりまして、教育委員会においても毎月各学校の休養日について報

告を上げていただくようにしております。そのような形で状況把握を進めているとこ

ろです。 

 部活動の基本方針制定の目的というのは、過度な競技志向や勝利至上主義、また生

徒や顧問、保護者等の多忙化等の課題を改善し、先ほど議員の発言にもありましたと

おり、生徒にとって望ましい環境を構築することにあります。部活動としての取り組

みについては基本方針に沿うような形で、必要な指導についてはこちら側からも行っ

ていかなければいけないと考えております。 

 

○友田香将雄議員 

 火曜日の一般質問の際に、吉岡議員のほうからもありました。今回の中学校統合に

おいては、部活動をよりよい環境にするためということも一つの要因であるというふ

うに出ておりました。この部活動、しっかりと先ほどありました基本方針にのっとっ

て運営していくというのは基本的なことであると同時に、絶対にこれは守っていかな

ければいけないことだというふうに思っております。 

 にもかかわらず、残念なことに部活動によっては長期な活動時間になっている。ま

た、休日も設けるようになっているのにもかかわらず、設けることができていない。

そのことにより、生徒が心身に不調を来しているという話も聞いております。また、

不適切な言動がいまだに発生しているということで、生徒がおびえながら活動してい

るという状況があるというふうに伺っております。 
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 以前からこの問題は指摘があっているというふうに私としては伺っておりますが、

今現在様々な理由があるとは思いますが、改善に至ってないということがあることを

考えますと、できない理由は何なのかなというふうに疑問を持ってしまいます。こう

いった状況にならないよう、定期的にチェックを行う、または第三者がしっかりと管

理できるような仕組みをつくることが必要じゃないかなというふうに私としては思う

のですが、いかがでしょうか。 

 

○梅木純一主任指導主事 

 教育委員会といたしましても、まず先ほども話をしましたとおり、生徒にとって望

ましい教育環境を整えるということは重要でありますので、必要な指導については引

き続き行っていかなければいけないと思います。また、各学校には学校運営協議会が

設定されており、校長の教育方針や学校運営に関すること等について承認を行うこと

というふうな形でなっております。ぜひそのような場においても学校の取り組みがど

うなのかということを議論していただいたり、またＰＴＡ等の中からの発言等も取り

上げていただきながら、様々な機関からのチェックをするような体制ということも重

要であると考えておりますので、こうした学校を支える組織、また教育委員会等も含

めた組織の中で意見交換等をしながら、よりよい環境づくりを粘り強く行っていくと

いうことが大事かなと考えております。 

 

○友田香将雄議員 

 教育長にお伺いします。 

 部活動は、教育の一環です。私自身、中学、高校と部活動に熱中し、汗を流し、そ

してあまり大きな声では言えませんが、学校の勉強より部活動だということで一生懸

命した記憶があります。ただ、先ほど申し上げましたように、部活動は教育の一環で

す。体が強くない子や、例えば障がいを持っている子、そういう生徒でもその子なり

に部活動に関わっていける、そういう環境を構築するというのはすごく大切なことだ

というふうに私としては思っております。中学校の統合再編に向けて、また中学校統

合を待たずに部活動の環境改善を積極的に行っていただきたいと思いますが、いかが

でしょうか。 

 

○北村喜久次教育長 

 部活動の改善のことについて提言をいただきました。教育長としては、部活動の方

針等が徹底をされて、いわゆる学校の教育活動の一環として適切な指導がなされてい

ると思っておりましたけれども、先ほどは非常に残念な御指摘もいただいたところで

す。 

 御承知のように、学校で行う部活動とは何ぞやということになりますけれども、先

ほど主任のほうからも一部回答させていただきましたけども、いわゆる数学とか国語

とかという教科とは違って、教育課程ではないんですね。なぜかというと、全員参加

を対象にしていないからです。ただし、顧問の裁量で自由にということじゃなくて、

これは学校の教育活動ですから、学校の教育方針にのっとって、言い換えれば、部活
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動で目指す生徒像も学校が目指す生徒像にちゃんと合致するというようなことになる

必要があるんですね。部活動の狙いとしては、繰り返しますけれども、生徒の自主的、

自発的な参加の下になされること、それによってスポーツ、文化、科学等に親しませ

ること、その活動によって学習の意欲が向上すること、併せて責任感とか連帯感とか

そういうものの涵養が図られて、学校教育が目指す資質、能力の育成に資するという

ようなことになっているわけですね。そのためには、学校だけじゃなくて、地域ある

いは社会施設、社会教育関連団体との連携、こういったものも必要だということにな

っております。 

 幾つか厳しい事象の指摘をしていただきました。そういう話をなされるということ

は、そういうことが現にあっているということだろうと思いますけども、そもそも先

ほど申しています部活動の目的あたりを再度きちっと押さえて、このことで子どもた

ちがさせられているとか、あるいは嫌々とか、物すごく我慢を強いられているとかと

いう活動であったとしたら、そもそも部活動としての意味がありませんので、再度部

活動の方針等、それから活動計画等の開示、こういったものがきちっとなされている

と思っておりますけども、再度確認をしたいと思っています。 

 あわせて、今中学校の新しい開校に向けて準備委員会をスタートしているわけです

けども、新しい学校ではまさにＳＤＧｓの４番目にありますけど、質の高い教育を目

指すということで、質の高い部活動、子どもたちのいろんな夢や希望が実現できる活

動、こういったものが開設できたらと思うんですね。地域あるいは関係の人たちの協

力を得て、まさに持続可能な運営体制、ころころころころ変わるんじゃなくて持続可

能な運営体制がきちんと整えられて、そのことで子どもたちに活動の夢を与えること

ができたらということを考えているところです。 

 以上です。 

 

○友田香将雄議員 

 この問題は、実は最近にも御相談がありました。そのときに、私としてはこの問題

はしっかり教育委員会のほうも重要として考えてくれているから、今回一般質問をす

るのでどうぞ見てくださいということでお伝えさせていただいております。先ほど教

育長が言われたように、本当に部活動はまずは子どもたちありきの活動でありますの

で、生徒たちの気持ちに寄り添った形での活動をお願いしたいというふうに思ってお

ります。 

 また、今回の一般質問にもありましたように、令和６年、地域部活という今後のテ

ーマもあります。そのときには、地域と学校との子どもたちの部活に対する指導の仕

方というのもまた課題として出てきます。時間の問題であったり指導内容、または体

罰、あってはならないんですが、そういった課題をどう解決していくのかという連携

も必要になってきます。そのためにもこの部活動、どういう形で対応していくのかと

いうのはしっかりと見ていっていただきたいと思いますし、あした以降、また私のほ

うに相談が来ないようなことを期待して、ぜひお願いしたいというふうに思っており

ます。 

 また、部活動のほかにも、学校の環境でまだまだ考えなければいけないこともあり
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ます。今話題になっているような校則の問題であったり、制服、またはこれも私自身

のほうの耳に入ってきた話ではあるんですが、学校で行われた様々な健診であったり

というところでも、具体的なところは申し上げませんが、何十年も前に行われている

ような、いまだにそんなことをやっているのかということで保護者様のほうから御相

談を受けたこともありました。私自身、思春期の子どもたちにとってはそれあまりに

も苛酷だろうというような話も出てきておりました。それについては個別に御相談さ

せていただきましたので、そこについても検討していただいているというふうに伺っ

てはおりますが、この学校の問題、閉鎖的な環境だからこそ、生徒の声や、また保護

者、そして第三者の目が行き届くような仕組みづくりをしっかりと行っていただきた

いというふうにお願い申し上げ、またそれを反映した白石町の教育、または教育大綱

のほうに盛り込んでいっていただければというふうに思いますので、どうぞよろしく

お願い申し上げます。 

 最後の質問に移ります。 

 持続可能で健全な財政運営について質問いたします。 

 本町の健全化判断比率において、実質公債費比率が9.2％、将来負担比率が15.8％、

令和元年度となっております。新型コロナウイルス感染症やこれからの人口減少の影

響を鑑みても、本町の財政状況はより一層厳しくなると思われます。 

 市町ハンドブック、こういったのは毎年頂くので、こちらのほうをいつも読ませて

いただいてはいるんですけども、こちらのほうを見ますと、地方公共団体の財政構造

の弾力性を表している経常収支比率は、佐賀県内市町のワースト４位の96.6％、財政

力指数はワースト３位の0.33、自主財源構成比はワースト１位の53.1％と、軒並み厳

しい状況が見てとれます。我が町の財政状況につきましては、溝口誠議員が同じく質

問をされておりました。今後のことを鑑みても、合併特例債、そして過疎債が有限で

あることからも、従来の計画に基づくだけではなく、公共施設総合管理計画や既存事

業の検証など、計画を前倒ししてでも積極的に見直しを行う必要があると考えますが、

いかがでしょうか。 

 

○坂本博樹企画財政課長 

 本町の令和元年度の健全化判断比率につきましては、先ほど議員が申されましたよ

うに、実質公債費比率で9.2％、将来負担比率が15.8％というふうになっておりまし

て、基準よりは下回っているという状況ではございます。しかしながら、近年の大き

な財政需要、例えば道の駅の整備事業であったり漁港整備事業、またし尿処理施設の

建設負担金、それと今後の学校統合再編、それと先ほど言われますように施設の老朽

化対策、そういったものによりまして、地方債、いわゆる借金、あるいは基金の取崩

しへの依存度は高くなっておりまして、今後も高くなるということを想定しておりま

す。また、普通交付税につきましては、令和２年度から一本算定になりまして、その

後５年間で段階的に逓減をしておりまして、その逓減に入る前の平成26年度の交付額

と比較しますと、約６億6,000万円ほど減少をしているというような状況でございま

す。 

 先ほど議員が申されますように、人口減少、それと長期化する新型コロナウイルス
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感染症の影響等により町税の減少、また先ほど言いますように普通交付税の減少など

で収入の増加が見込めない中で、できることは歳出を徹底して抑えまして、収入に応

じた身の丈に合ったレベルでの運営を行いまして、限られた財源を有効に配分するた

め今町民の方が何必要なのか、そういったのを見極めながら事業の取捨選択、スクラ

ップ・アンド・ビルド、そういったものを行いまして施策の重点化を図っていく必要

があると考えております。 

 こういった厳しい財政状況でございますけども、平成20年度から始まりましたふる

さと寄附金がございます。これにつきましては、工夫次第で増収へとつなげることが

できる貴重な財源であるというふうに認識をいたしておりまして、まちづくりのため

に行政運営全般にわたりましてありがたい財源ということで活用をさせていただいて

おります。今年度におきましては、ふるさと応援事業費ということでふるさと寄附金

を周知するためのＰＲに力を入れておりまして、予算におきましては６億円の寄附を

見込んで予算計上をいたしているところでございます。 

 今後、このＰＲなどの成果としてふるさと寄附金の増加を期待しておりますけども、

先ほどから言っておりますように、一般財源が大きく不足する厳しい状況であります

ので、増収分については貴重な財源ということで活用をさせていただきたいというふ

うに考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○友田香将雄議員 

 先ほど、るる今の財政状況が厳しいというお話をいただきました。お話がありまし

たようにふるさと納税、すごく大切な財源というふうになっております。ふるさと納

税については、当初予算のときにも私としては質疑の中で言わせていただきましたが、

本来投資的経費のような形でふるさと納税の寄附金を使うことが一番適当であるとい

うふうに私としては考えておりますが、残念なことに、今現在の我が町の財政状況を

鑑みて、固定費をふるさと納税から捻出しているところもあります。この状況をまず

一つ改善することが、目下の目標じゃないのかなというふうに考えております。ふる

さと納税がいつどのような状況になるのかは分かりません。そこに維持経費のところ

をのせているというのは、あまりよろしくないというふうに考えておりますので、こ

の状態をいかに早急に改善できるのかということが私としては今早急に対策をお願い

したいということで考えております。 

 それも併せて、先ほども申し上げましたが、もう一度お願いします。 

 公共施設総合管理計画、こちらのほうについても今計画をされておりますが、前倒

しといいますか、もう少し期間として早めにこの状況を進めていくという構想はでき

ないものかなというふうに思っておりますが、いかがでしょうか。 

 

○坂本博樹企画財政課長 

 昨年公共施設等の個別施設計画、いわゆる長寿命化計画を策定させていただきまし

た。この個別施設計画を基に、今年度から公共施設の再編計画を策定したいというふ

うに考えております。例えば個別施設計画の中で大型の修繕とかはいつあるのか、そ
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ういったところを見ながらいつぐらいに、例えば施設を統合したほうがいいのか、当

然これは議員の皆様、そして町民の皆様の御理解を得なければいけないわけでござい

ますけども、まずはたたき台としてそういったところを進めていきたいと思います。 

 先ほど議員が言われますように、現時点でいつからというのはまだ検討はしており

ませんけども、いつの時点で財政的に一番効果があるのか、そういったところを見極

めまして今後再編計画を進めていきたいというふうに考えているところでございます。 

 以上です。 

 

○友田香将雄議員 

 私は、何が何でも全て事業を取りあえず取りやめろという話では思っていません。

各種今行っている事業が最少の経費で最大の効果が出るような形での検証を行う必要

があるということは御存じのところではあるかとは思うんですけども、それと併せて

そこの精査を行う、適正化と私は言わせていただいてはいるんですけども、そこを適

正化することによって新しい事業を、新しい投資的事業を行っていける環境をつくる

というのがすごく今後については大事なことじゃないかなというふうに思っておりま

す。 

 今日も、一般質問のところでいろんな支援ができないか、いろんな事業体に対して

支援ができないかというお話もありました。そこについても私としては、まずはしっ

かりそこで投資的経費として今予算を確保した上での話かなというふうに思っており

ますので、まず今現在膨らんでいっている予算の検証、または適正化というのを併せ

てしっかりと行っていただきたいというふうに思っておりますし、そこに併せて、今

日お話しさせていただきましたような10年後、20年後、30年後の未来に向けた投資を

ぜひ行っていただきたいというふうに思っております。 

 私は、議員になったのが一つだけなんです。私としては、私が大好きなこの町を子

どもたちによりよい町として残していきたいと。そのときに、子どもたちに我々のツ

ケを回したくないというところなんですね。なので、そこに対しては私も一生懸命さ

せていただきたいと思いますので、どうぞこれからもお互い御相談させていただきな

がらやっていかせていただければと思いますので、よろしくお願い申し上げます。 

 以上をもちまして私の一般質問を終わります。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで友田議員の一般質問を終わります。 

 以上で本日の議事日程は終了しました。 

 明日も一般質問です。 

 本日はこれにて散会します。 

 

15時22分 散会 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 
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 上記、会議の経過を記載し、その相違ないことを証するため、地方自治法第123条

第２項の規定によりここに署名する。 
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